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事前照会に対する文書回答の事務処理手続等について (事務運営指針 )

各 国 税 局 長

沖縄国税事務所長
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次 長 総務課長   企 画 官   総務第一係長
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主
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様式第14号 (起案用紙) 保存期間 :10年 (最終改正後)
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長  官 次  長 総務 課審査 合 議 部 課 室 編てつ
番 号

審 理 室 決 裁 文 書

起案 平成 14年  6月   日
発送

区分

必親展、親展、書留、小包、

電信、速達、使送、(聾:E)
浄書

決裁
摘

要

個 a tt a法 a諸 a酒 a

調 a査 a

照合

記号

番号

課審 1-
課個 1-
課法 1-
課評 1-
査調 1-

課総
課資
課酒
課消

発送

文書

区分

告示、訓令、(通達)伺い
(       )

完結

件 名

事前照会に対する文書回答の事務処理手続等について (事務運営指針 )

受信者名
各 国 税 局 長

沖縄国税事務所長
発信者名 国 税 庁 長 官

長   官 次   長 総務課長   企 画 官   総務第一係長 起 案 者

審 査 係 長

電 話番 号
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長  官 次 長 総 務 課 審 査 合 議 部 課 室 編てつ
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審 理 室 決 裁 文 書
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必親展、親展、書留、小包、
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浄書
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調 a査 a
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課法 1-
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査調 1-
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課資 1-
課酒 1-
課消 1-

発送
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完結

件 名

事前照会に対する文書回答の事務処理手続等について (事務運営指針 )

受信者名
各 国 税 局 長

沖縄国税事務所長
発信者名 国 税 庁 長 官

長   官 次 長 総務課長   企 画 官   総務第一係長

課長補佐:   審査評I係長

起 案 者
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課審 1-
課個 1-
課法 1-
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査調 1-

課総 2-
課資 1-
課酒 1-
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発送

文書
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完結

件 名

事前照会に対する文書回答の事務処理手続等について (事務運営指針 )

受信者名
各 国 税 局 長

沖縄国税事務所長
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様式第14号 (起案用紙) 保存期間 :10年 (最終改正後)
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長  官 次 長 総務 課 審査 合 議 部 課 室 編てつ

番 号

審 理 室 決 裁 文 書

起案 平成14年  6月 7日
発送
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必親展、親展、書留、小包、

電信、速達、使送、(誓IE)
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課法 1-
課評 1-
査調 1-

課総 2-
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完結
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事前照会に対する文書回答の事務処理手続等について (事務運営指針 )

受信者名
各 国 税 局 長

沖縄国税事務所長
発信者名 国 税 庁 長 官
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様式第14号 (起案用紙 ) 保存期間 :10年 (最終改正後)
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長  官 次 長 総 務 課 審 査 合 議 部 課 室 つ
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起案 平成14年  6月 7日
必親展、親展、書留、小包、

電信、速達、使送、(聾D
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完結
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事前照会に対する文書回答の事務処理手続等について (事務運営指針 )

受信者名
各 国 税 局 長

沖縄国税事務所長
発信者名 国 税 庁 長 官

長   官 次   長 総務課長   企 画 官   総務第一係長

課長補佐1   審査評価係長

起 案 者

審 査 係 長
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審 理 室 決 裁 文 書
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発送
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必親展、親展、書留、小包、

電信、速達、使送、(聾IE)
浄書

決裁
摘
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完結
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事前照会に対する文書回答の事務処理手続等について (事務運営指針 )

受信者名
各 国 税 局 長

沖縄国税事務所長
発信者名 国 税 庁 長 官

長   官 次   長 総務課長   企 画 官   総務第一係長

課長補佐1   審査評儘係長

起 案 者

審 査 係 長
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様式第 14号 (起案用紙) 保存期間 :10年 (最終改正後)
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発送
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必親展、親展、書留、小包、

電信、速達、使送、(誓i通)
浄書

決裁
摘
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照合

記号

番号

課審 1-
課個 1-
課法 1-
課評 1-
査調 1-

課総 2-
課資 1-
課酒 1-
課消 1-

発送

文書
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(       )

完結

件 名

事前照会に対する文書回答の事務処理手続等について (事務運営指針 )

受信者名
各 国 税 局 長

沖縄国税事務所長
発信者名 国 税 庁 長 官

長   官 次   長 総務課長   企 画 官   総務第一係長

課長補佐   審査評価係長

起 案 者

審 査 係 長

電 話 番 号
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発送
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調 a査 a

照合

記号
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課審 1-
課個 1-
課法 1-
課評 1-
査調 1-

課総 2-
課資 1-
課酒 1-
課消 1-

発送

文書

区分

告示、訓令<通達)伺い
(                          )

完結

件 名

事前照会に対する文書回答の事務処理手続等について (事務運営指針 )

受信者名
各 国 税 局 長

沖縄国税事務所長
発信者名 国 税 庁 長 官

長   官 次   長 総務課長   企 画 官   鵞勝第一係長

課長補佐   審査詳I係長

起 案 者

審 査 係 長
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平成14年 7月から各国税局の課税 (第一)部に審理課又は審理官を設置し、

税目横断的に多角的な観点から検討を加え、一元的で効率的な審理体制を構築

することとしている。

これに伴い、現在、国税局課税総括課を中心とする関係各課の合議体によっ

て実施している「事前照会に対する文書回答」に関する事務についても、今後

は、審理課又は審理官において所掌することとし、その事務処理手続等につい

て別案 1の とおり定め、各国税局長及び沖縄国税事務所長あてに事務運営指針

を発遣することとしたい。               1
また、国税庁ホームページに掲載されている「文書回答に対する事前照会に

ついて」については、別案 2の とおり改正することとしたい。

なお、平成13年 6月 22日付課総 1-19ほか8課共同「事前照会に対する文書

答の実施について (事務運営指針)」 は、平成14年 7月 9日 をもって廃止す

ることとしたい。

(注)なお、本事務運営指針は、審理課 (官 )の所掌を定めた財務省組織規

則等の改正後の日付で発遣することとしたい。



平成 14年 6月  日
課 税 部 審 理 室

事前照会に対する文書回答事務の主要改正項目について

局に審理課 (官)が設置されることに伴い、文書回答事務の所掌を局課税総括課から
局審理課 (官)に移管する。そこで、文書回答の事務処理手続を定めた事務運営指針の

所管を庁審理室に移管することとし、平成13年 6月 22日付課総 1-19ほか8課共同「事
前照会に対する文書回答の実施について (事務運営指針)」 を,廃上し、「事前照会に対す

る文書回答の事務処理手続等について」を新規に発遣することとする。

旧事務運営指針からの主な変更箇所は、以下のとおり。

局における審査事務担当の変更

文書回答事務のうち、局における実質審査等については、現在、課税総括課を中心

とする関係主務課等との合議体において行つているが、今後は審理課 (酒税に関する

照会については、酒税課)において担当することとする。なお、関係主務課等とは、
必要に応じて協議を行うとともに、回答に当たっては、合議のうえ決裁を了すること

とする。

2 審理課で実質審査を行う場合の留意点
(1)財産評価通達 5項 。6項事案の資産評価官への連絡

財産評価通達 5項 (評価方法の定めのない財産の評価)及び 6項 (通達の定めに
より難い場合の評価)に該当する事案は、速やかに資産評価官に連絡し、処理方針
等を協議する。

(2)消費税等の実質審査

消費税及び間接諸税については、局消費税課 との連絡 。協調を密にして、特に間

接諸税については、共同して実質審査を行う。

(注)印紙税を除く問接諸税については、「揮発油税等の審理事務の局間広域運営に
ついて」 (事務運営指針)に特則を定める。

3 照会先及び回答者の変更
所掌の変更に伴い、照会及び回答は、審理課長・審理官 (酒税に関する照会につい

ては、酒税課長。沖縄国税事務所においては、従来どおり課税総括課長)名において

行うこととする。
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事前照会に対する文書回答の事務処理手続等について (事務運営指針 )

標題のことについて、下記のとおり定めたから、平成14年 7月 10日 以降は、これにより適切に

実施されたい。

なお、平成13年 6月 22日付課総 1-19ほか 8課共同「事前照会に対する文書回答の実施につい

て (事務運営指針)」 は、平成 14年 7月 9日 をもって廃止する。

(趣旨)

事前照会に対する文書回答は、納税者サービスの一環として、個別の取引、事実等 (以下

「取引等」という。)に係る税務上の取扱い等に関する事前照会に対する回答を文書により行

うとともに、その内容を公表することにより、同様の取引等を行う他の多数の納税者に対して

も税法の適用等について予測可能性を与えることを目的として実施している。

今般、東京国税局及び大阪国税局の課税第一部に審理課、その他の国税局の課税 (第一)部

に審理官が設置されることに伴い、平成14事務年度以後の事前照会に対する文書回答に係る事

務処理手続等を定めたものである。
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記

1 文書回答を行う対象となる事前照会の範囲
文書回答の趣旨を踏まえ、次の要件のすべてを満たす事前照会に対して、事前照会者の求め

る見解への回答を文書により行うこととする。

ただし、譲渡所得等の課税の特例に係る事前協議、国等に対する寄附金の事前確認、独立企

業間価格の算定方法等の確認など、それぞれの趣旨・目的に基づいて別途事務運営指針により

定められているものについては、当該事務運営指針によることに留意する。

(1)事前照会者が行う取引等に係る国税に関する法令の解釈・適用その他税務上の取扱いに関

する照会であること。

(2)申告期限前 (源泉徴収等の場合は納付期限前)の事前照会であること。

(3)仮定の事実関係に基づくものではなく、実際に行われた又は確実に行われる取引等に係る

照会であること。

(4)特定の納税者の個別の事情に係るものではなく、次のいずれかに該当するものであること。

① 同様の業種・業態に共通する取引等に係る照会で、多数の納税者から照会されることが

予想されるもの。

② 反復継続して行われる取引等に係る照会で、不特定多数の納税者にかかわるものである
こと。

(5)熙会内容の審査の際に、事前照会者が審査に必要な資料の提出要求に応じること。

(6)事前照会者名、照会内容及び回答内容が公表されることに事前照会者が同意していること。

(7)調査等の手続、徴収手続、酒類等の製造免許若しくは酒類の販売業免許又は酒類行政に関

係する照会でないこと。

(8)取引等に係る税務上の取扱い等が、法令、法令解釈通達あるいは過去に公表された質疑事

例において明らかになっているものに係る照会でないこと。

(9)事実関係の認定が伴う照会でないこと。

|《文書回答の対象となる事前照会の例》

|(1)金融保険業の同業者団体からの特有な所得計算に関する照会

|(2)リ ース業の同業者団体からのリース資産の減価償却等に関する照会

|(3)博覧会等のイベント参加費用の取扱いに関する照会

|(4)金融商品等に対する課税上の取扱いに関する照会

|(5)新たな会計処理を前提とした課税上の取扱いに関する照会

i(6)新たな製法等による酒類についての酒税の適用税率に関する照会

:《文書回答の対象とならない事前サ1晨会の例》

l.(1)取引当事者間の個別の事情に係るような取引に関する照会
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(4)

法人税法上の役員の過大報酬の判定に関する照会

同族会社等の行為又は計算の否認等に関わる取引その他通常の経済取引としては

不合理と認められる取引に対する課税上の取扱いに関する照会

個々の公益法人等に対する財産の寄附についての譲渡所得等の非課税承認等に関す

る照会

個々の相続財産の評価に関する照会(5)

2 事務処理体制の概要
事前照会に対する文書回答に係る事務処理体制の概要については、次のとおりとする。

(1)照会文書の受付窓口

事前照会は、原則として、事前照会者の照会内容に係る税目の納税地 (納税地のない団体

等にあっては主たる事務所の所在地をいう。以下「納税地等」という。)の所轄税務署 (以

下「署」という。)において受け付ける。

ただし、次に掲げる事前照会は、それぞれ次に定める署、国税局 (沖縄国税事務所を含む。

以下「局」という。)又は国税庁 (以下「庁」という。)の部署において受け付ける。

イ 調査課所管法人の法人税及び消費税の事前照会………当該法人を所管する局調査管理課
(関東信越、東京、名古屋及び大阪国税局にあっては調査審理課、沖縄国税事務所にあっ

ては調査課をいう。以下同じ。)

口 酒税の事前照会………その酒類等の製造場等又は酒類の販売場の所在地の所轄署。ただ
し、その酒類の製造場等が局所管酒類製造場等である場合は所在地の所轄局酒税課 (沖縄

国税事務所にあっては間税課をいう。以下同じ。)

ハ 間接諸税 (印紙税を除く。)の事前照会………その製造場等の所在地の所轄局消費税課
(沖縄国税事務所にあっては間税課をいう。以下同じ。)

二 他省庁からの事前照会………庁審理室
(2)局における審査事務の体制

署又は局の部署で受け付けた事前照会は、審理課 (審理課が設置されていない局にあって

は審理官、沖縄国税事務所にあっては課税総括課をいう。以下同じ。)で審査を担当するが、

この場合、課税総括課、個人課税課、資産課税課、資産評価官、法人課税課、消費税課及び

調査管理課 (以下「主務課等」という。)と必要に応じて協議を行うこととする。

ただし、酒税に関する審査等は、局酒税課において行う。

(3)庁への上申又は進達

局は、上記 (2)の事前照会のうち重要な先例となるような事案については庁 (審理室又は

酒税課)へ上申するほか、当該事案のうち庁において審査すべきと判断されるものについて

は庁へ進達する。

3 照会文書の記載事項
照会応答担当者 (上記 2(1)の署又は局の部署において、照会事項に対する応答事務を担当す

(2)

(3)
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る者として、局主務課等 (局酒税課を含む。)が指定した者をいう。以下同じ。)は、文書によ

る回答を求める事前照会者に対して、次の事項を記載した書面 (別紙 1の様式参照。以下、照

会事項に関係する参考資料を含めて「照会文書」という。)の提出を求めることとする。

(1)法令解釈・適用上の疑義の要約及びこれに対する事前照会者の求める見解の内容

(2)照会事項に関係する当事者の名称 (すべて実名とする。)、 取引等における権利・義務関

係などの具体的な事実関係

(3)(2)の事実関係に対して法令適用又は先例の適用等からなる事前照会者の求める見解とな

ることの理由

(4)取引等に係る申告期限又は納付期限

(5)関係する法令条項等

(6)審査に必要な資料の提出に同意する旨

(7)事前照会者名、照会内容及び回答内容が公表されることに同意する旨

4 受理時の形式審査事務等
(1)形式審査事務及び補正要求事務

照会応答担当者は、照会文書を受理した場合には、形式審査表 (別紙 2の様式参照)によ

り、当該照会文書に上記 3(1)から(7)までの事項の記載があることを確認し、その記載事項に

不明な点があるとき又は必要な参考資料が不足しているようなときには、事前照会者に対し

て記載事項の補正又は参考資料の提出等を速やかに求めるとともに、当該照会文書に基づき

所要事項を一般事務整理簿に記載する。

(注)事前照会者の納税地等の所轄署以外の署 (以下「所轄外署」という。)に照会文書の

提出があった場合には、所轄外署から所轄署へ当該照会文書を速やかに移送し、所轄署

において処理する。

(2)文書回答不適照会に対する事務

照会応答担当者は、当該照会文書に係る照会が上記 1(1)か ら(9)までに掲げる要件を満たす

ものであるか否かを可能な限り確認し、文書国答の対象とならない事前照会 (以下「文書回

答不適照会」という。)に 当たると考えられる場合には、事前照会者に対して、文書回答の

趣旨や範囲等を説明した上で、今後、文書国答を行わないこととなる可能性がある旨を伝え

るなど適切に対応する。

(注)文書回答を行わない場合であっても、日頭による回答が可能な事前照会については、

内容を審査して、口頭による国答を行うことに配意する。

(3)取下書処理事務

事前ll《会者から、照会に係る取引等の中止や前提となる事実関係の変更等により、当該照

会文書を取り下げたい旨の申し出があった場合には、照会応答担当者は、取下書の提出を求

める。照会応答担当者は、取下書を受理した場合には、その処理のてん末を一般事務整理簿

に記載し、当該取下書に係る照会文書とともに、日付順又は項目別に編てつし、事前照会関

係書類として保存する。

(4)局審理課等への進達事務等
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照会応答担当者は、受理した照会文書 (取下書の提出があったものを除く。)を、受理後

1週間以内を目途に、形式表査表の写しを添付した上で、局の審理課又は酒税課へ進達又は

回付する。

5 局における審査事務等
(1)形式審査事務及び補正要求事務

審理課又は酒税課の文書回答担当者 (照会文書に係る審査事務及び文書回答事務を担当す

る者をいう。以下同じ。)は、進達又は回付された照会文書が文書回答の要件等を満たすも

のであるか否かを上記4(1)及び(2)に準じて改めて審査を行う。

形式審査の結果、当該事前照会が文書回答不適照会に該当する場合には、文書回答を行う

こと力群目

'ざ

しくない理由を明らかにした上で、「文書回答の対象となる事前照会に当たらな

い旨のお知らせ」 (別紙 4の様式参照)を作成し、事前照会者に対して送付する。

なお、実質審査を要するものについては、必要に応じて、関係する主務課等へ照会文書の

写しを交付する。

(2)実質的な審査事務

イ 実質審査の担当
文書回答に当たっての実質審査は、当該照会に係る税目を担当している審理課又は酒税

課の文書回答担当者が行うが、複数税目にかかわる事案については、事案ごとに起案担当

者を定めた上で、該当税目の担当者による合議体において、一体的に取り組むこととする。

なお、相続税等の財産評価に関する照会のうち、平成12年 6月 5日付課評 1-5ほか2
課共同「財産評価基本通達第 5項 ((評価方法の定めのない財産の評価))及び第 6項 ((こ の

通達の定めにより難い場合の評価))の運用について」 (事務運営指針)において資産評価

官に連絡するものとして定められている事案を把握した場合には、同事務運営指針に定め

るところに従い、速やかに資産評価官に連絡し、処理方針等について協議する。

また、審理課に消費税及び間接諸税 (以下「消費税等」という。)の専担者が配置され

ていない局における消費税等に関する照会については、原則として所得税又は法人税の担

当者が事案を担当することとなるが、審査等に当たっては、局消費税課との連絡・協調を

密にして、次により行うこととする。

(イ)消費税に関する事案については、実質審査の早期の段階から局消費税課と密接な協議

を行う。・

(■)印紙税に関する事業については、局消費税課と共同して実質審査等を行う。

(ハ)印紙税を除く間接諸税に関する事案については、平成13年 6月 26日付課消4-17ほか 4

課共同「揮発油税等の審理事務の局間広域運営について」 (事務運営指針)の定めると

ころにより、東京局又は大阪局の審理課の消費税担当者が、同局の消費税課と共同して

実質審査等を行う。

口 留意事項
文書回答は、照会文書上明らかにされた事実関係に基づいて行うのであるから、実質審
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査に当たっては、当該照会文書上明らかにされた事実関係のみでは文書回答の前提となる

事実関係が不十分で判断が困難となるような場合には、事前照会者に対して書面等の方法

により補足資料の提出を確実に求めるなど可能な限り適否の判定を行うことに努める。ま

た、その事実関係の確認のために、事前照会者以外の取引関係者への照会や反面調査は行

わないこととする。

(注)実質審査の内容は「文書回答を行う照会の事績整理票」 (別紙 3の様式参照)に記

載する。

(3)取下書処理事務

事前照会者から、照会に係る取引等の中止や前提となる事実関係の変更等により、当該照

会文書を取り下げたい旨の申し出があった場合には、上記4(3)に準じて処理する。

(4)庁への上申等薇よ雄がL
重要な先例となるような事業で、庁の判断が必要と認められるものについては、庁審理室

又は庁酒税課へ連絡の上、局の回答案を付して庁へ上申を行うこととする。

ただし、重要な先例となるような事業のうち、照会内容からみて、庁において審査すべき

と判断されるものは、局審理課又は局酒税課に進達又は回付された後速やかに庁へ進達する

こととする。

(注)重要な先例となる事案とは、例えば、次のようなものをいう。

イ 新たに創設された税制に関連した取引等に関する照会で、その取扱いが明らかにさ

れていないもの

口 新たな金融商品に関する課税関係の照会で、多数の法律関係が絡む等のため、局に

おける判断が困難と認められるもの

6 回答及び公表
(1)回答

実質審査を了した場合には、関係主務課等にあらかじめ処理案を回付し、必要に応じ協議

したうえで、関係主務課等との合議により決裁を了した後、その審査結果に応じて、それぞ

れ次により処理する。

なお、文書回答は局審理課長名 (審理課が設置されていない局にあっては審理官名、沖縄

国税事務所にあっては、課税総括課長名)又は局酒税課長名 (沖縄国税事務所にあっては、

関税課長名)で行うこととする。

(注)1 照会に対する審査に要する期間は、その照会内容や事実関係の補足のための資料の

提出状況等により長短が生ずる場合があると考えられることから、当分の間、回答期

限を設けないこととするが、事前照会者に対して審査の進行状況を適宜連絡するなど

事前照会者等との間において無用のトラブルが生じないよう考慮しつつ、できる限り

速やかに回答するよう努める。

2 文書回答は、あくまで納税者サービスの一環として行うものであることから、照会
文書に対する回答がないことを理由に申告期限や納付期限が延長されるようなことは

ないことに留意する。
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イ 文書回答を行うことが結慾慾くない場合
照会文書に係る照会が、例えば、次に掲げるような場合など文書回答不適照会に該当す

0‐ .ン、

るときは、文書回答を行うことが結鏃じくない理由を明らかにした上で、「文書回答の対

象となる事前照会に当たらない旨のお知らせ」 (別紙 4の様式参照)を作成し、事前照会

者に対して送付する。

① 照会内容に仮定の事実等があり、回答が将来的に誤解を招くおそれがある場合
② 照会内容が取彊当事者の意思等によってその事実が左右される可能性がある場合
③ 他の法令等により決定されるべき前提となる事項が未解決である場合
④ 法令の改正過程にある問題であり、現状における回答が困難である場合
⑤ 照会文書の提出後に事前照会者により申告等が行われた場合
(注)当該申告等が行われた後にあっては、申告審理又は調査審理において処理するこ

とに留意する。

⑥ 照会文書の提出後に同様の照会に対する国答が他の納税者等に対してなされた場合
(注)こ の場合、事前照会者に対しては、当該他の納税者等に対する国答内容を適切に

伝えることに留意する。

口 上記イ以外の場合
次の区分に応じて、それぞれ次による。

C)照会事項について、事前照会者の求める見解の内容が正しい場合
「貴見のとおりで差し支えない」旨を回答する文書 (別紙 5の様式参照)を作成し、

事前照会者に対して送付する。

なお、この場合、「回答内容は、あくまで照会に係る事実関係を前提としたものであ

り、具体的な事例において異なる事実がある場合や新たな事実が生じた場合には、回答

内容と異なる課税関係が生ずることがある」旨を必ず記載する。

② 照会事項について、事前照会者の求める見解の内容が正しいとは限らない場合
事前照会者の求める見解の内容が正しいとは限らない理由を明らかにした上で、「貴

見のとおり取り扱われるとは限らない」旨を回答する文書 (別紙 6の様式参照)を作成
し、事前照会者に対して送付する。

(2)公表

ィ 上記(1)の 口①に係る照会文書及び国答文書のうち同様の取引等を行う他の多数の納税者
に対しても税法の適用等について予測可能性を与えることとなる部分については、原則と

して、その回答後60日 以内に公表することとする。

ただし、照会の際に、事前照会者から一定期間内 (120日 を超えない期間内)につき公

表しないことを求める申し出があった場合で、その申し出に相当の理由があると認められ

るときには、当該申し出に係る期間後に公表することとする。

口 公表は、各局又は庁のホームページにおいて照会回答を項目別に掲載して行うほか、各
局又は庁の関覧窓口において関覧に供する。

ハ 事前照会者の同意があったとしても、行政機関の保有する情報の公開に関する法律に定
める不閉示情報に該当すると考えられる部分や税法上の守秘義務に抵触すると考えられる

-7-



凛

′。

ス
″
嗜

職
ヱ
弊鼈一に巻部分については、当該部分を伏せて公表すること

7 関係部署への連絡等
文書国答担当者は、当該照会文書に係る照会応答担当者、関係主務課等に対して回答文書の

写しを回付するなどその処理結果を連絡するとともに、すべての処理が終了した場合には、一

切の関係書類を日付順又は項目別に編てつし、螂 会関機 として保存する。

また、事後の事務処理の統一性を確保するために、文書回答を行う事前照会の事績整理票

(別紙 3の様式参照)を活用し、その処理事績を庁審理室又は庁酒税課並びに他局の審理課又

は酒税課に連絡するとともに、連絡をした又は連絡を受けた各局の審理課又は酒税課の文書回

答担当者は、当該処理事績の内容に応じ、関係部署の職員に周知を図ることとする。

-8-



別紙 1

署 受

取引等に係る税務上の取扱い等に関する事前照会

ざ務

平 成  年  月  日

税 務 署 経 由
(D

殿

局

長

長

税
　
課

課

国
　
理

税

審

酒

①
※整理番号

事

前

照

会

者

②

住 所 ・ 所 在 地

〈納 税 地 )

T

③ (フ リガナ)

氏 名 。 名 称

( )

電話

番号

④

総代

又は

法人

の代

表者

住所・居所

T

(フ リカナ)

氏   名

( )

①

電話

番号

⑤

代

理

人

住所・居所

T

(フ リカナ)

氏   名

( )

①

電話

番号

次の取引等に係る国税に関する法令の解釈・適用その他税務上の取扱い等については、次の「照会

の趣旨」のとお りの見解で差し支えないかどうか文書による回答を受けたいので照会します。

なお、この照会に関して、添付した資料のほかに審査のために必要な資料の提出を求められた場合

には、その提出に応じます。

また、本件照会及び回答文書の内容については、同様の取引等を行う他の多数の納税者に対しても

税法の適用等について予測可能性を与えるため、一般に公表されることに同意します。

⑥ 照会の趣旨 (法令解
釈・適用上の疑義の要

約及び事前照会者の求

める見解の内容)

⑦ 個別の取引等の事実
関係

③ ⑦の事実関係に対し
て事前照会者の求める

見解となることの理由

⑨ 取引等の申告期限等 年 月 日

⑩ 関係する法令条項等

1 代理人の委任状
2 照会の趣旨及びその理由等の照会事項に関係する参考資料

| |

し )

①

① 添付書類



「取引等に係る税務上の取扱い等に関する事前照会」の記目載要領

1 提出部数
事前照会に対する回答を文書により求めようとする方 (以下「事前照会者」といいます。)は、

添付書類を含めて 1部提出してください。

2 「② 住所・所在地 (納税地)」
事前照会者の納税地である住所又は所在地を記載してください。

また、住所又は所在地と納税地 (納税地のない団体等にあっては主たる事務所の所在地。以下
「納税地等」といいます。)が異なる場合には、上段に住所又は所在地を、下段に納税地をかっこ

書きで記載し、原則として、その事前照会者の納税地を所轄する税務署に提出してください。

なお、審査は、原則として、国税局が行い、国税局審理課長又は酒税課長名で回答します。

3 「③ 氏名。名称J及び「④ 総代又は法人の代表者」
事前照会者が個人である場合には、③欄に氏名を記載し、押印してください。なお、総代が互

選されているときには、④欄に総代の住所又は居所及び氏名を記載し、押印してください。

事前照会者が法人や団体である場合には、③欄に名称を、④欄に代表者の住所又は居所及び氏

名を記載し、代表者の印を押してください。

4 「⑤ 代理人」
税理士等の代理人を選任している場合には、その方の住所又は居所及び氏名を記載し、押印し

てください。

5 「⑥ 照会の趣旨」
個別の取引等に係る税務上の取扱い等に関する法令解釈・適用上の疑義を要約して記載すると

ともに、その疑義に対する事前照会者の求める見解の内容を必ず記載してください。

また、この欄に書ききれない場合は、「別紙『○○○○○』のとおり」と記載し、適宜の用紙
にその内容を記載し、添付してください (記載事項⑦及び③についても、同様です。)。

なお、次のいずれかに該当するものであるなど、一定の要件を満たす照会に対してのみ、文書
による回答を行い、特定の納税者の個別の事情に係る照会に対しては文書による回答を行うこと

,

とはしていませんので、ご注意ください (詳しくは、税務署の窓口で相談してください。)。

(1)同様の業種・業態に共通する取引等に係る照会で、他の多数の納税者から照会されることが
予想されるもの。

(2)反復継続して行われる取引等に係る照会で、不特定多数の納税者にかかわるものであること。
6「⑦ 個別の取引等の事実関係」
照会事項に関係する当事者の名称、取引等における権利・義務関係など、課税関係を判断する
上で必要と考えられる事実関係を、できる限り具体的に記載してください。

7 「③ ⑦の事実関係に対して事前照会者の求める見解となることの理由」
⑦の事実関係に対して法令適用又は先例の適用等からなる事前照会者の求める見解となること
の理由を具体的、かつ、明確に記載してください。

8 「⑨ 取引等の申告期限等」
⑦の取引等に係る申告期限や納付期限を記載してください。なお、回答がないことを理由に、
これらの期限が延長されることはありませんので、ご注意ください。

9 「⑩ 関係する法令条項等」
③の見解となることの理由に関係する法令及び法令解釈通達等の条項等を記載してください。
10「① 添付書類」
照会の趣旨及びその理由等の照会事項を説明するに当たり、関係する必要な資料を添付し、そ
の資料の名称を( )内 に簡単に記載してください。

11 その他留意事項
本件照会及び回答文書の内容は、回答後60日 以内に公表することとしていますが、取引等の事
情によリー定期間内 (120日 を超えない期間内)について非公表を求めようとする場合には、そ
の求める期間及びその理由を適宜の用紙に記載し、添付してください。



整 理 番 号

署 モ部,F]

局担当者

局 課 作成年月 日

事 前 11晨 会 者

氏名 (名 称 )

確    認
補 正 状 況

署 局

1 事前照会者の住所・氏名の記載がある I菫・不適 贅彗|・ 不適

2 押印漏れはない 適|・ 不通 適・不適

3 代理人・総代の委任状等の書類はある 適・不適 i菫|・ 不通

4 照会の趣旨は明 らかである 掟菫|・ 不適 適 ・不適

5 取 引等の事実関係は明 らかである 】巨|・ 不適 撻菫・不適

求める見解の理由は明 らかである 掘菫・不適 掘彗|・ 不適

7 申告前の事前熙会である

8 参考資料はある 有・無 有・無

9 実 際に行われる等の取引である 促富|・ 不通 掟置・不適

10 多数の納税者にかかわるものである 】旨・不適 前菫|・ 不適

11 調査等の手続 に関係するものでない 】菫|・ 不適 適・種

12 取扱 い等が明 らかにされていな い 賀堕・不通 適・不通

13 事実関係の認定が伴うものでない 適・不避 掘菖|・ 不進

求 め た

方  法

求 め た

年 月 日
求 め た 事 項 担 当者

面接・電話・文書

面接・電話・文書

藤撥・電話・文書

そ

の

他

連

絡

事

項

:1紙 2

形 式 審 査 表

コ
Ｌ
〓
一ロ

載

事

項

要

件

事

項

簡

易

補

正

|

|

署担当者
|

|

|

作成年 月 日

6

適・不適 館首|・ 不適

|



[形式審査表の記載要領 ]

1 この形式審査表は、「取引等に係る税務上の取扱い等に関する事前照会」 (以下「照会文書」
という。)を受理した署又は局の照会応答担当者及び局の文書回答担当者が形式審査事務及び補正

要求事務を行う際に使用する。

2 「記載事項」については、照会文書の各記載事項について確認をした結果、「適」若しくは「不適」
又は「有」若しくは「無」のいずれかを○で囲む。

3 「記載事項」の「補正状況」欄には、照会文書の各記載事項について補正がされた場合におけるそ
の状況を、例えば、「〇年○月○日文書訂正」又は「〇年○月○園補正書提出」のように記載する。

4 「要件事項」については、各要件事項について、次の要件事項が記載されているかどうかを確認
した結果、

「
適」又は「不適」のいずれかを〇で囲む。

(1)r9」 欄……仮定の事実関係に基づくものではなく、実際に行われた又は確実に行われる取引

等に係る照会であること。

(2)「 10」欄……特定の納税者の個別の事情に係るものではなく、次のいずれかに該当するもので

あること

① 同様の業種・業態に共通する取引等に係る熙会で、多数の納税者から照会されることが予
想されるもの。

② 反復継続して行われる取引等に係る照会で、不特定多数の納税者にかかわるものであるこ
と。

(3)「 11」 欄……調査等の手続、徴収手続及び酒類等の製造免許又は酒類の販売業免許に関係する

照会でないこと。

(4)「 12」欄……取引等に係る税務上の取扱い等が、法令、法令解釈通達あるいは過去の公表され

た質疑事例において明らかになっているものに係る照会でないこと。

(5)「 13」 欄……事実関係の認定が伴う照会でないこと。

5「簡易補正」欄には、上記 3の記載事項の補正以外に必要に応じて事前照会者に補正等を求めた
場合に、その事項を記載する。

6「その他連絡事項」欄には、署又は局の照会応答担当者が局の文書回答担当者に連絡すべき事項
(例えば、文書回答を行わないことが適切であると思われる!1照会で、日頭による回答が可能な照

会に対して、口頭による国答を行っているなどの事項)があれば、適宜記載する。



男1糸氏3

文書回答を行 う事前照会の事績整理票

〇

決

裁

ノヽ
ロ

議

欄

課  名 課長 補佐 。主査 係  長 係   員

審 理 課

課

整理番号

課

局 名

担当者

局 (所 )

(臨)内線

課 関

係

課

担

当
」́
」ヨ

照

人
7ヽ

ヨ´
憫

納税者

団体等

その他

(照会者名)

(役職等)

照会年月日

審査開始日

【照会事項】

【事実関係】

【照会要旨】

【回答要旨】

処理年月日 処理態様 文書回答 ・ 非文書回答 (EI頭回答 =有・無 )

∪



【検討内容〕



別紙 4

(文 書 番 号 )

平成  年  月  日
〒□□□ □□□□
(住所・所在地)

(氏名 。名称 )

殿

国税局

審理課長

文書回答の対象となる事前照会に当たらない旨のお知らせ (通知)

(文案の例示)

事前照会に対する文書回答は、照会者に文書回答を行うとともに、その内容を公表することに

より、同様の取引等を行う他の多数の納税者に対しても税法の適用等について予測可能性を与え

るものとして、一定の要件に該当する事前照会を対象として行うこととしています。

しかしながら、平成  年  月  日に収受しました照会内容は、下記の理由から、文書回

答の対象となる事前照会には当たりませんので、お知らせします。

記

(理由)

ヽ
ツ
Ｆ
て

|  ・



男」漁氏5

(文 書 番 号 )

平成  年  月  日
〒□□□一回□□□
(住所・所在地 )

(氏名・名称 )

殿

国税局

審理課長 ◎

つ
る
こ
す

て

回 答 )(平  .   付 照 会 に対

(文案の例示)

標題のこどについては、ご照会に係る事実関係を前提とする限り、貴見のとおりで差し支えあり

ません。

ただし、ご照会に係る事実関係が異なる場合又は新たな事実が生じた場合は、この回答内容と異

なる課税関係が生ずることがあることを申し添えます。



月り紙 6

(文 書 番 号 )

平成  年  月  日
〒□□□―□□□□
(住所 。所在地 )

(氏名・名称 )

殿

税 局

審理課長

(平 付 照会 に対
に つ い て
す る回 答 )

(文案の例示)

標題のことについては、下記の理由から、貴見のとおり取り扱われるとは限りません。

記

(理 由 )

③
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■第6回酒類販売業等に関する懇談会 資料
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●国税審議会

国税庁の実績の評価等

●平成13事務年度実施計画
●アンケートの実施

日本における税務行政

ご意見等掲示板
(寄せられたご意見等のうち
主なものを紹介しています。)

ご意見ご要望
(ご意見ご要望をお寄せくださ
い)

関連リンク

●各国税局 ●財務省

●国税不服審判所 等

注意事項
(著作権等について)
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事前照会に対する文書回答について

国税庁では、従来から各税目ごとに一般的な税法の解釈や取扱いを法

令解釈通達等において明らかにしているほか、個別の取引に対する税法
の適用等についても、納税者の皆様から事前照会があった場合には、で

きる限り課税当局としての見解を示しているところです。
こうした事前照会があつた場合には、従来より文書により回答を行うこと

もありましたが、その手続については必ずしも明らかではありませんでし

本:

婢入

た。
こ
~~｀
壽響の事務運営指
の方々にも関係する

は、個別の取引等に関する照会が多数の納税者
つな場合に、事前照会に対する税務上の取扱い等

を文書により回答するとともに、その内容を公表することにより、同様の取
引等を行う他の多数の納税者の方々に対しても税法の適用等について予
測可能性を与えることを目的として文書回答を行うことを明らかにし、その

内部事務手続等を定めたものであります。
なお、この事務運営指針は、申告納税制度の下において納税者の皆様
の申告の便宜を図るため、国税の賦課に関する法令の解釈・適用につい

ての照会に対する事務処理を定めたものですので、税理士法に関する照
会や、国税に関する法令についての照会のうち、その内容が調査等の手

続、物納を含めた徴収手続及び酒類等の製造免許又は酒類の販売業免
許に関係する照会については、対象とはなりません。

の こついて

(平成′学手7月
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平成 14年 7月

事前照会書の提出先の変更等について

メl幸 r眼畿螺」

平成 14年 7月 より、東京国税局及び大阪国税局の課税 一部に審理課が、他の国税局の

課税 (第一)部に審理官が設置されたことに伴い、事前
部署が、従来の「課税総括課」から「審理課 (審理官)」

会に対する文書回答を担当する

は 「酒税課」に変更 となりまし

た (沖縄国税事務所においては、`従来どおグ、
「謀税総 担当します。)。

そのため、今後は、照会文書の宛て先及び回答者が「審理課長 (審理官)」 又は「酒税課

長」となり、また、追加資料の提出等について「審理課 (審理官)」 又は「酒税課」からお

願いすることがありますので、ご留意ください。

なお、照会文書の提出窓口は、従来どおり、納税地の所轄税務署等の担当部署となりま

す。

詳しくは、「事前照会に対する文書回答の概要」及び「事前照会に対する文書回答の事務

処理手続等について (事務運営指針)」 をご覧ください。



働 国締

税務上の取扱いに関する
事前照会に対する文書回答について

国税局では、納税者の方から、申告前に、具体的な取引等についての

税務上の取扱いに関する照会 (以下「事前照会」といいます。)を受けた場
合、その照会が同様の取引等を行う他の多数の納税者の方の適正な申
告に役立つと認められる場合など、一定の要件に該当するものについて
は、文書により回答するとともに、その内容を公表することとしているところ
です。
支彗 同答 の 対象ルたる墓飾昭

△ 飾 囲 は 下記「 支彗 同答 対象 ルの の

なる事前照会の範囲」のとおりですが、この対象とならない照会や一般的
なご質問については、日頭での相談・回答を行つていますので、税務署の
担当部門又は税務相談室をご利用ください。

1文書回答の対象となる事前照会の範囲
対象となる事前照会の範囲は、次のすべての要件を満たすものに限り
ます。
(1)事前照会者が菫班L生:込又1主笠」」里]笠に係る旦整二圏立五
法令の解釈・適用その他邑整上の里扱量二_盟菫登壁金であつて、こ

れまでにその取扱いが明らかにされていないものであること
次のイから二のような照会については、対象となりません。
イ 仮定の取引、想定事例等に係るもの
口 事実関係が明らかでないもの、あるいは、事実関係の認定を行
わなければ審査ができないもの
ハ 調査等の手続、徴収手続、酒類等の製造免許若しくは酒類の販
売業免許又は酒類行政に関係するもの
二 その取引等に係る取扱いが、法令や既に公表されている法令解
釈通達あるいは質疑事例において明らかにされているもの

(2)その業種等に共通する取引等に係る照会で多数の納税者から照
会されることが予想されるもの、又は、反復継続して行われる取引等
に係る照会で不特定多数の納税者に関わるものであること
したがって、特定の納税者の個別の事情に係るものについては対
象となりません。
(3)照会内容の審査に必要な資料の提出をしていただけること
(4)照会及び回答文書の内容を公表することに同意していただけること
(5)申告 (源泉徴収等の場合は納11番

晏8照
会であること

(注)次のものについては、従来どおり担当の部署でお受けしています
ので、最寄りの税務署にお尋ねください。
(1)譲渡所得等に係る収用等の特例の適用に関する事前協議
(2)国等に対する寄附金の事前確認
(3)独立企業間価格の算定方法等の確認

〈文書回答の対象となる事前照会の例〉
①

〓
「
メ

二
一二
瞥
雪

一４
一
一」
」整
●
■
一
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税務上の取扱いに関する事前照会に対する文書回答について



税務上の取扱いに関する事前照会に対する文書回答について

金融保険業の同業者団体からの特有な所得計算に関する照会

② リース業の同業者団体からのリース資産の減価償却等に関する照
ノゝ
アヽ

③ 博覧会等のイベント参加費用の取扱いに関する照会
〈文書回答の対象とならない事前照会の例〉
① 法人税法上の役員の過大報酬の判定に関する照会
② 個々の相続財産の評価に関する照会

2文書による回答を求める場合の手続
文書による回答を求める場合には、税務署に備えつけてある「取引等
に係る税務上の取扱い等に関する事前照会」の用紙に照会の趣旨、取
引等の事実関係などの必要事項を記載し、照会事項に関する参考資料
を添えて、照会を行う方 (納税者等取引の当事者となる方)の納税地の
所轄税務署の担当部署 (法人税については法人課税部門、所得税につ
いては個人課税部門等)に提出してください。
なお、次の照会はそれぞれ次に掲げる窓口に提出してください。
。国税局調査課所管法人の法人税及び消費税の事前照会
⇒ その法人を所管する国税局の調査審理課、調査管理課、調査課
・ 酒税の事前照会
⇒ その酒類等の製造場等又は酒類の販売場の所在地を所轄する税
務署
国税局所管酒類製造場等に関するものは所轄国税局の酒税課
(沖縄国税事務所にあっては間税課 )

・ 間接諸税 (印紙税を除く。)の事前照会
⇒ その製造場等の所在地を所轄する国税局の消費税課 (沖縄国税
事務所にあっては間税課 )

な理環(暑
3回答までの手続等
(1)照会内容の具体的な
‐課
′
で行います。

(2)照会内容によっては、

審査及び文書による回答は、国税

いったん税務署等で受け付けた後でも、文書
回答ができない旨の連絡をさせていただくこともありますので、あらか
じめご承知おきください。
(3)照会の内容を確認させていただくため、資料の追加提出等をお願い
する場合がありますのでご了承ください。
(4)文書回答の時期をあらかじめ申し上げることはできません。回答ま
でにある程度の期間を見込んでご照会ください。
なお、回答がないことを理由に申告期限等が延長されることはあり
ませんのでご留意ください。また、申告等が行われた後については、
文書による回答は行いません。

4その他留意事項
(1)文書による国答を行った場合には、その照会及び回答文書の内容
を公表することとなります。
(2)文書による回答を求めるために提出していただいた書類は、文書回
答できない旨の連絡をさせていただいた場合を含め、返却いたしませ
んのでご了承ください。

2/3ページ
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事前照会に対する文書回答の実施について(事務運営指針 )

国税局長

沖縄国税事務所長

標題のこと|
れたい。

ついて、下記のとおり定めた b れ | より適切 | 実施さ
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課総1-19
課個1-11
課資1-16
課法1-34
課酒1-52
課評1-1
課消 1 5

課審 1 24

査調 -13
平成13年 22日

1/7ページ

殿

国税庁長官

事前照会に対する文書回答の実施につ て(事務運営指針)

(趣旨)            ′́

事前照会に対する文書回答は、納税者サービスの一環として、個別の
取引、事実等 (以下「取引等」というr)に係る税務上の取扱い等に関する
事前照会に対する回答を文書により行うとともに、その内容を公表するこ
とにより、同様の取引等を行う他の多数の納税者に対しても税法の適用
等について予測可能性を与えることを目的として実施するものである。こ
の事務運営指針はその事務手続等を定めたものである。

/   記
1文書回答を行う対象となる事前照会の範囲
文書回答の趣旨を踏まえ、次の要件のすべてを満たす事前照会に対
して、事前照会者の求める見解への回答を文書により行うこととする。
ただし、譲渡所得等の課税の特例に係る事前協議、国等に対する寄附
金の事前確認湾虫立企業間価格の算定方法等の確認など、それぞれの
趣旨・目的に基づいて別途事務運営指針により定められているものにつ
いては、当該事務運営指針によることに留意する。
(1)事前照会者が行う取引等に係る国税に関する法令の解釈・適用そ
の他税務上の取扱いに関する照会であること。
(2)申告 (源泉徴収等の場合は納付)前の事前照会であること。
(3)仮定の事実関係に基づくものではなく、実際に行われた又は確実
に行われる取引等に係る照会であること。
(4)特定の納税者の個別の事情に係るものではなく、次のいずれかに
該当するものであること。
① 同様の業種・業態に共通する取引等に係る照会で、多数の納税
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(b
(注)開示請求があった場合には、改めて法定の不開示情報の有無を確認の上、開示等の決定を行うもの
とする。

[不開示情輌日 情報公開法第 5条
1号 個人に関する情報 (事業を営む個人の当該事業に関する情報を除く)であつて、当該情報に含まれる
氏名、生年月日その他の記述等により特定の個人を識別することができるもの(他の情報と照合する
ことにより、特定の個人を識別することができることとなるものを含む)又は特定の個人を識別する
ことはできないが、公にすることにより、なお個人の権利利益を害するおそれがあるもの。ただしず
次に掲げる情報を除く。
イ 法令の規定により又は慣行として公にされ、又は公にすることが予定されている情報
口 人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、公にすることが必要であると認められる情報
ハ 当該個人が公務員である場合において、当該情報がその職務の遂行に係る情報であるときは、
当該情報のうち、当該公務員の職及び職務遂行の内容に係る部分

2号 法人その他の団体 (国及び地方公共団体を除く。以下「法人等」という)に関する情報又は事業を営む
個人の当該事業に関する情報であって、次に掲げるもの。ただし、人の生命、健康、生活又は財産を
保護するため、公にすることが必要であると認められる情報を除く。
イ 公にすることにより、当該法人等又は当該個人の権利、競争上の地位その他正当な利益を害する
おそれがあるもの
口 行政機関の要請を受けて、公にしないとの条件で任意に提供されたものであって、法人等又は個
人における通例として公にしないこととされているものその他の当該条件を付すことが当該情報の
性質、当時の状況等に照らして合理的であると認められるもの

3号 公にすることにより、国の安全が害されるおそれ、他国若しくは国際機関との信頼関係が損なわれ
るおそれ又は他国若しくは国際機関との交渉上不利益を被るおそれがあると行政機関の長が認めるこ
とにつき相当の理由がある情報
4号 公にすることにより、犯罪の予防、鎮圧又は捜査、公訴の維持、刑の執行その他の公共の安全と秩
序の維持に支障を及ぼすおそれがあると行政機関の長が認めることにつき相当の理由がある情報
5号 国の機関及び地方公共団体の内部又は相互間における審議、検討又は協議に関する情報であって、
公にすることにより、率直な意見の交換若しくは意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれ、不当
に国民の間に混乱を生じさせるおそれ又は特定の者に不当に利益を与え若しくは不利益を及ぼすおそ
れがあるもの
6号 国の機関又は地方公共団体が行う事務又は事業に関する情報であって、公にすることにより、次に
掲げるおそれその他当該事務又は事業の性質上、当該事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそ
れがあるもの
イ 監査、検査、取締り又は試験に係る事務に関し、正確な事実の把握を困難にするおそれ又は違法若
しくは不当な行為を容易にし、若しくはその発見を困難にするおそれ
口 契約、交渉又は争訟に係る事務に関し、国又は地方公共団体の財産上の利益又は当事者としての地
位を不当に害するおそれ
ハ 調査研究に係る事務に関し、その公正かつ能率的な遂行を不当に阻害するおそれ
二 人事管理に係る事務に関し、公正かつ円滑な人事の確保に支障を及ぼすおそれ
ホ 国又は地方公共団体が経営する企業に係る事業に関してその企業経営上の正当な利益を害するおそ.れ  ・
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様式第 14号 (起案用紙) 保存期間10年 (最終改正後 )
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番 号

審 理 室 決 裁 文 書

起案 平成 16年  1月 zι 日
発送

区分

必親展、親展、書留、小包、

電信、速達、使送、

浄書
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「事前照会に対する文書回答の事務処理手続等について」の
一部改正について (事務運営指針 )

件 名

受信者名
各 国 税 局 長

沖 縄 国税 事 務 所 長
発信者名 国 税 庁 長 官
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審査評傷係

主
管
部
課
室

課税部長 審理室長  課長補佐・企画専門官 .|‐  ||||

鶉 嘔ヽ`
■■■

審理総括
係長

電 話番
||1賠

7ラ

合

議

部

課

室
審理 4係長

(関係各課 (室 )は別途決裁 )

審理 1係長

審理 2係長

審理 3係 長

一
●

〓

■

一

一

一
一

・
‥́．

一

晰

一議

16.2,13162,17
,』盛ヽ

罐

『

①

●

一

√1::lI:)、
管



様式第 14号 (起案用紙)

受
　
付
　
欄

長  官 次  長 総務 課審 査 合 議 部 課 室 編てつ
番 号

審 理 室 決 裁 文 書

起案 平成 16年  1月 22日
発送

区分

必親展、親展、書留、小包、

電信、速達、使送、

浄書

決裁
摘

要

個 a資 a法 a tt a酒 a

調 a査 a

照合

記号

番号

課審 1-2課 総 2-
課個 1- 課資 1-
課法 1- 課酒 1-
課評 1- 課消 1-
査調 1-

発送

文書

区分

告示、訓令、く通5~面T
(      )

ヽ 完結

件
″
イコ

「事前照会に対する文書回答の事務処理手続等について」 (事務運営指針)の
一部改正について

受信者名
各 国 税 局 長

沖 縄 国税 事 務 所 長
発信者名 国 税 庁 長 官

長   官 次 長 総務課長  課長補佐  総務第一係長

審査評価係長

起案者

審理総括
係長

電 話番 号
■■■番

主
管
部
課
室

課税部長 審理室長 課長補佐・企画専門官
フ~ヽ

:  :
｀
、_ノ

△
ロ

議

部

課

室

課税総括課長  課長補佐
…■1~ヽ
・ ヽ

||_P.・ ,1,ノ｀
■■募/

係長課税企画官

(関係各課 (室)は別途決裁 )

保存期間10年 (最終改正後 )

〇

/…ヽ

ヽノ



様式第14号 (起案用紙 ) 保存期間10年 (最終改正後)

受
　
付
　
欄

長  官 次 長 総 務 課 審 査 合 議 部 課 室 編てつ
番 号

審 理 室 決 裁 文 書

起案 平成 16年  1月 2)日
発送

区分

必親展、親展、書留、小包、

電信、速達、使送、

浄書

決裁
摘

要

個 a資 a法 a諸 a酒 a

調 a査 a

照合

記号

番号

課審 1-
課個 1-
課法 1-
課評 1-
査調 1-―

課総 2-
課資 1-
課酒 1-
課消 1-

発送

文書

区分

告示、訓令く画雇)〒蒻丁

(                     )

完結

件
″
イコ

_ぶ護聖|[i3厭響
する文書回答の事務処理手続等について」 (事務運営指針)の

受信者名
各 国 税 局 長

沖 縄 国 税 事 務 所 長
発信者名 国 税 庁 長 官

長   官 次 長 総務課長  課長補佐  3務第一係長

審査評価係長

起案者

審理総括
係長

電 話番 号
■■■番

主
管
部
課
室

課税部長

ノヽ

議

部

課

室

個人課税課長

.|| .=

・ ■・  | |●

・ ‐
‐・ :|●

課長補佐

Ft,
■'  1 11→｀

|三 :‐・

■■ ,

麟み係長 躍罐峙簑

(関係各課 (室)は別途決裁 )

|

①

|

|

|

|

|

|

審理室長  課長補佐・企画専門官
″‐` ヽ
′    ヽ

ゝ
…
ノ

|

|



様式第 14号 (起案用紙 ) 保存期間10年 (最終改正後 )

受
　
付
　
欄

長  官 次   長 総 務 課 審 査 合 議 部 課 室 編てつ
番 号

審 理 室 決 裁 文 書

／

‥
，

起案 平成 16年  1月 22日
発送

区分

必親展、親展、書留、小包、

電信2速菫二黛送、C璽賢∋
浄書

決裁
摘

要

個 a資 a法 att a酒 a

調 a tt a

照合

記号

番号

課審 1-
課個 1-
課法 1-
課評 1-
査調 1-

課総 2-
課資 1-
課酒 1-
課消 1-

発送

文書

区分

告示、訓令<塾∋ 伺い
(      )

完結

件
″

`コ 「事前照会に対する文書回答の事務処理手続等について」 (事務運営指針)の
一部改正について

受信者名
各 国 税 局 長

沖 縄 国税 事務 所 長
発信者名 国 税 庁 長 官

長   官 次  長 総務課長  課長補佐  総務第一係長

審査評懸係長

起案者

審理総括
係長

電 話番 号
■■■番

主
管
部
課
室

課税部長 審理室長  課長補佐・企画専門官
′ ｀ヽ

ゝ_ノ

ヽ

ハ
口

議

部

課

室

資産課税課長  課長補佐

・
=|:●

| ヽ

＼

係長

(関係各課 (室)は別途決裁 )

①

|

|

蜜
彎）

―
憾
マ
、

|



様式第14号 (起案用紙) 保存期間10年 (最終改正後 )

受
　
付
　
欄

長  官 次  長 総 務 課 審 査 合 議 部 課 室 玄
'コ

7`‐ う
硼腱 ヽ _ノ

番 号

審 理 室 決 裁 文 書

平成 16年  1月 22日
発送

区分

必親展、親展、書留、小包、

電信、速達、使送、(聾:顧)
浄書

決裁
1商

要

個 a資 a法 a tt a tt a

調 a査 a

11照合

記号

番号

課審 1-
課個 1-
課法 1-
課評 1-
査調 1-

課総 2-
課資 1-
課酒 1-
課消 1-

発送

文書

区分

告示、訓令、(通達)伺い
(       )

完結

件 名
「事前照会に対する文書回答の事務処理手続等について」 (事務運営指針)の
一部改正について

受信者名
各 国 税 局 長

沖 縄 国 税 事 務 所 長
発信者名 国 税 庁 長 官

長   官 次   長 総務課長  課長補佐  総務第一係長

審査需iF係長

起案者

審理総括
係長

:鶴
t`:|:::::ζ

l饉
ノ

電 話番 号
■■■番

主

管
部
課
室

課税部長 審理室長  課長補佐・企画専門官

合

議

部

課

室

法人課税課長  課長補佐

係長

(関係各課 (室)は別途決裁 )

起案

①

|

′
‐
ヽ

V
t   i'

|

|



様式第 14号 (起案用紙) 保存期間10年 (最終改正後)

受
　
付
　
欄

長   官 次  長 総務課審 査 ''=｀

7‐ ‐́ヽ
翻面 ヽ _ノ

番  号

審 理 室 決 裁 文 書

起案 平成 16年  1月 z多 日
発送

区分

必親展、親展、書留、小包、

電信、速達、使送、(警:D)
浄書

決裁
摘

要

個 attattatta酒 a

調 a査 a

照合

記号

番号

課審 1-
課個 1-
課法 1-
課評 1-
査調 1-

課総 2-
課資 1-
課酒 1-
課消 1-

発送

文書

区分

告示、訓令、(通菫)伺い
(      )

完結

件 名
「事前照会に対する文書回答の事務処理手続等について」 (事務運営指針)の
一部改正について

受信者名 発信者名 国 税 庁 長 官

長   官 次  長 総務課長  課長補佐  総務第一係長

審査評価係長

起案者

審理総括
係長

/麟 ::|;・
|れ

｀ヽ
朦::ン

電 話番 号
■■■番

主
管
部
課
室

課税部長 審理室長 課長補佐・企画専門官

`  :
ヽ ノ

ノヽ
ロ

議

部

課

室

審議官 酒税課長   課長補佐 メ′fャノ宏ヽ

畿  魃鐵|ギ酵il
_ヽり″                     ‐・ ・

酒税企画官 孫長

(関係各課 (室)は別途決裁 )

合 議 部 課 室

|

〇

各 国 税 局 長

沖 縄 国税 事 務 所長

⌒

ヽ_ノ



様式第 14号 (起案用紙) 保存期間10年 (最終改正後)

受
　
付
　
欄

長  官 次   長 総 務 課 審 査 合 議 部 課 室 編てつ
番 号

審 理 室 決 裁 文 書

起案 平成 16年  1月 コ2日
発送

区分

必親展、親展、書留、小包、

電信、速達、使送、(聾珍 )

決裁
摘

要

個 a tt a法 a tt a酒 a

調 a査 a

照合

記号

番号

課審 1-
課個 1-
課法 1-
課評 1-
査調 1-

課総 2-
課資 1-
課酒 1-
課消 1-

発送

文書

区分

告示、訓令<通D伺い
(      )

完結

件 名
「事前照会に対する文書回答の事務処理手続等について」 (事務運営指針)の
一部改正について

受信者名
各 国 税 局 長

沖 縄 国税 事 務 所 長
発信者名 国 税 庁 長 官

長   官 次
■
■て 総務課長  課長補佐  総務第一係長

審査詳橘係長

起案者

審理総括
係長

.111●
:‐■■

電 話 番 号

■■■番

主
管
部
課
室

課税部長 審理室長 課長補佐・企画専門官

「
′…｀
ヽ

1    ノ

′ヽ

「
:

議

部

課

室

資産評価企画官  企画官補佐

鰊
/一‐|_,、
■111+A
｀
.Jl..

係長

(関係各課 (室)は別途決裁 )

浄書

①

|

′
′・
ヽ

_ヽ/

`看
趙
睦`y

|



様式第 14号 (起案用紙 ) 保存期間10年 (最終改正後 )

受
　
付
　
欄

長  官 次  長 総務課審査 合 議 部 課 室 編てつ

番 号

審 理 室 決 裁 文 書

′
~‐
ヽ

`  
ヽ

起案 +Et16+ 1E r-E 発送
区分

必親展、親展、書留、小包、

電信、速達、使送、

浄書

決裁
摘

要

個 att att att a tt a

調 att a

照合

記号

番号

課審 1-
課個 1-
課法 1-
課評 1-
査調 1-

課総 2-
課資 1-
課酒 1-
課消 1-

発送

文書

区分

告示、訓令、(通遷)伺い
(      )

完結

件  名
「事前照会に対する文書回答の事務処理手続等について」 (事務運営指針)の
一部改正について

受信者名
各 国 税 局 長

沖 縄 国税 事 務 所 長
発信者名 国 税 庁 長 官

長   官 次 長 総務課長  課長補佐  総務第一係長

審査I辛価係長

起案者

審理総括
係長

電 話 番 号

■■■番

主
管
部
課
室

課税部長 審理室長  課長補佐・企画専門官
′
~ヽ
.

、`ノ

ノヽ
1=:

議

部

課

室

消費税室長  課長補佐

黎 鯰
係長

(関係各課 (室)は別途決裁 )

①

/~｀ヽ

溶ヽノ



様式第 14号 (起案用紙) 保存期間10年 (最終改正後 )

受
　
付
　
欄

長  官 次   長 総 務 課 審 査 合 議 部 課 室 つ
号
て編
番

審 理 室 決 裁 文 書

´
‘

起案 平成 16年  1月 22日
発送

区分

必親展、親展、書留、小包、

電信、速達、使送<gD
浄書

決裁
摘

要

個 a資 a法 att a酒 a

調 a査 a

照合

記号

番号

課審 1-
課個 1-
課法 1-
課評 1-
査調 1-

課総 2-
課資 1-
課酒 1-
課消 1-

発送

文書

区分

告示、訓令、(通達)伺い
(      )

完結

件  名
「事前照会に対する文書回答の事務処理手続等について」 (事務運営指針)の
一部改正について

受信者名
各 国 税 局 長

沖 縄 国 税 事務 所 長
発信者名 国 税 庁 長 官

長   官 次  長 総務課長  課長補佐  総務第―係長

審査評蕪係長

起案者

審理総括
係長

・ :́t11

電 話 番 号

■■■番

主

管
部
課
室

課税部長 審理室長  課長補佐・企画専門官

::

ハ
ロ

議

部

課

室

調査査察部長 調査課長  課長補佐

主査 /21乱
'ヽit'.. .'
‐`1●り|′

バ)ゝ
ν3ノ

係長

(関係各課 (室〉は別途決裁 )

①



伺 い

文書回答手続は、納税者サービスの一環として、具体的な取引等に係る税法の適用等に関して、

文書による回答を求める納税者からの申告期限前の照会 (以下「事前照会」という。)に対して、

一定の要件の下、回答を文書で行うとともに、その内容を公表することにより、他の納税者に対し

ても税法の適用等に関する予測可能性を与えることを目的として実施している。

今回、この文書回答手続について、納税者の予測可能性の一層の向上の観点から、手続の濫用防

止を図りつつ、所要の整備を行 うこととし、現行の事務運営指針を別案のとおり改正することとし

たい。

(注)なお、本文中で引用している「同業者団体等からの照会に対する文書回答の事務処理手続等

について」 (事務運営指針)については、本事務運営指針の改正と同時に発遣することを予定

している。

∪

「

ヽ



/~ヽ

∪

配

付

要

領

総 個 資 法 諸 酒 管 徴 調 査

a a a a a

課審 1-2

課総2-3
課個 1-8

課資 1-2
課法 1-13

課酒 1-5
課評 1-3
課消 1-4
査調 1-1
平成16年 2月 17日

国 税 局 長

沖縄 国税 事務 所 長
殿

国 税 庁 長 官

「事前照会に対する文書回答の事務処理手続等について」

の一部改正について (事務運営指針)

標題のことについては、平成14年 6月 28日付課審 1-14ほか 8課共同「事前照会に対する文

書回答の事務処理手続等について」 (事務運営指針)の一部を下記のとおり改正したから、平

成16年 3月 29日 以後に受け付けた事前照会に対する文書回答手続等については、これにより適

切に実施されたい。

(趣旨)

国税に関する法令の適用等に係る納税者の予測可能性の向上の観点から、手続の濫用防止を

図りつつ、所要の整備を行うものである。

記

1 別添 1「新 !日対照表」の「改正前」欄に掲げる部分を「改正後」欄のように改める。
2 別紙 1から6を別添 2の別紙 1から8の とおり改める。

r

く、_/



⊂

(別添 1)

新 旧 対 照 表

(注)アンダーラインを付した部分は、改正部分である。
改 正 後 正 月:1改

事前照会に対する文書回答の事務処理手続等について (事務運営指針)

(趣旨)

事前照会に対する文書回答は、納税者サービスの一環として、個別の取引、

事実等 (以下「取引等」という。)に係る税務上の取扱い等に関する事前照会
に対する回答を文書により行うとともに、その内容を公表することにより、

同様の取引等を行う他の塾整者に対しても旦艶_墾堕L_」≧五』出L理壁生星1と生
税 を除 く.以下同じ。)に関する法令の適用等について予測可能性を与えるこ

とを目的として実施している。

今般、東京国税局及び大阪国税局の課税第一部に審理課、その他の国税局

の課税 (第一)部に審理官が設置されることに伴い、平成 14事務年度以後の

事前照会に対する文書回答に係る事務処理手続等を定めたものである。

事前照会に対する文書回答の事務処理手続等について (事務運営指針)

(趣旨)

事前照会に対する文書回答は、納税者サービスの一環として、個別の取引、

事実等 (以下「取引等」という。)に係る税務上の取扱い等に関する事前照会
に対する回答を文書により行うとともに、その内容を公表することにより、

同様の取引等を行う他の多数の麹塾童に対しても拠塾|の適用等について予測

可能性を与えることを目的として実施している。

今般、東京国税局及び大阪国税局の課税第一部に審理課、その他の国税局

の課税 (第一)部に審理官が設置されることに伴い、平成 14事務年度以後の

事前照会に対する文書回答に係る事務処理手続等を定めたものである。

標題のことについて、下記のとおり定めたから、平成 14年 7月 10日 以降

は、これにより適切に実施されたい。

なお、平成 13年 6月 22日 付課総 1-19ほか 8課共同「事前照会に対する
文書回答の実施について (事務運営指針)」 は、平成 14年 7月 9日 をもって

廃止する。

標題のことについて、下記のとおり定めたから、平成 14年 7月 10日 以降

は、これにより適切に実施されたい。

なお、平成 13年 6月 22日付課総 1-19ほか8課共同「事前照会に対する
文書回答の実施について (事務運営指針)」 は、平成 14年 7月 9日 をもって

廃止する。
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改 正 後 改 正 一剛

記

1 文書回答を行う対象となる事前照会の範囲
文書回答の趣旨を踏まえ、次の要件のすべてを満たす事前照会に対して、

事前照会者の求める見解への回答を文書により行うこととする。

ただし、国型座塁奎璽饉量包::重立 0.丞塁」ヨ慶 望二塵 笠:L」2=譲渡所得等
の課税の特例に係る事前協議、国等に対する寄附金の事前確認、独立企業

間価格の算定方法等の確認 か の に な

ど、それぞれの趣旨。目的に基づいて別途事務運営指針笠により三範二定

められているものについては、当該事務運営指針笠によることに留意する。

(1)事前照会者が行う取引等に係る国税に関する法令の解釈・適用その他

税務上の取扱いに関する豊並照会であること

(2}申告期限前 (源泉徴収等の場合は納期限前)の事前照会であること

(3)仮定の事実関係や複数の選塁国mi埜登皇皇阻堡に基づくものではな

く、実際に行われた又は確実に行われる取引等に係る皇並里全であるこ

と

(削る)

四 事前照会者が、壺証照会の申出の際に、_後記旦」2のイからチま二の事

菫二重理己二重艶ユ並び:L:」:五二」整:⊆:塑豊類:壺:星出」I∠型
`型

[=:」二二照会内容

の審査の際に、審査に必要な追加的な資料の提出に応じること

文書回答を行う対象となる事前照会の範囲

文書回答の趣旨を踏まえ、次の要件のすべてを満たす事前照会に対して、

事前照会者の求める見解への回答を文書により行うこととする。

ただし、譲渡所得等の課税の特例に係る事前協議、国等に対する寄附金

の事前確認、独立企業間価格の算定方法等の確認など、それぞれの趣旨・

目的に基づいて別途皇整運割 により定められているものについては、

当該奎整運堂盤量によることに留意する。

(1)事前照会者が行う取引等に係る国税に関する法令の解釈・適用その他

税務上の取扱いに関する験 であること

(2)申告期限前 (源泉徴収等の場合は納付期限前)の事前照会であること

(3)仮定の事実関係に基づくものではなく、実際に行われた又は確実に行
われる取引等に係る盤 であること

④ 生定
`2`血

1匿咄 上Z期 二茎:型 :塑 :IKュ_資≧」 :墜 :躍[
するものであること

Ω 同様の業種・業態に共通する取引等に係る照会で、多数の納税者か

ら照会されること至予想されるもの

② 反復継続して行われ_る_ユユ等に係る照会で_不堂定多数の納税者
にかかわるものであること

(51 照会内容の審査の際に、事前照会者が審査に必要な資料の提出里塗

に応じること

，
“

η
、_ノ

記
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ヽ

改 正 後 改 正 日lj

0事前照会者名、照会内容及び回答内容が公表されること、公塞L関 し
て取引等関係者の了解を得ること、並びに仮に公表について取引等関係

童固ェ紛争力ヽ起二つた整合には、_皇前照会者の責任において処理するこ

とについて、事前照会者が同意していること

O 調査等の手続、徴収手続、酒類等の製造免許若しくは酒類の販売業免
許又は酒類行政に関係する豊証里金でないこと

0 取引等に係る税務上の取扱い等が、法令、法令解釈通達あるいは過去
に公表された質疑事例笠において明らかになつているものに係る:皇泣里
会でないこと

皿 個 々 の 財 産 の 評 価 や駒 弓!襲価 霜 の 負:申 I 閣 す る墓 前 照会 でた い こ ル

9 以上のほか、事前照会の内容が次に掲げるような性質を有しないもの
であること

二 塞1也塁塁墨ユ ヨ1笠関」髪壺 豊£Lg2胆全豊」型 L登事実関係の認定圭塾盟

とするもの

口 国税に関する法令以外の法令等に係る解釈等を必要とするもの
ハ 事前照会に係る 引等が、法令等 | 抵触 し、又は 触するおそれが

あるもの

事前照会に係る取引等と同様の事案 | ついて 税務調査中・不服申

ホ 事前照会に係る取引等について、取引等関係者間で紛争中又は紛争

´ ヽ 回」盤菫当[菫望2五盗Xl重量艶 里:里豊!」翌 1墨里]」豊,」』型皇望2虚菫:璧

0 調査等の手続、徴収手続、酒類等の製造免許若しくは酒類の販売業免
許又は酒類行政に関係する里全でないこと

0 取引等に係る税務上の取扱い等が、法令、法令解釈通達あるいは過去
に公表された質疑事例において明らかになつているものに係る里全でな

いこと

(新設)

9 事実関係の認定が生う盟会でないこと

(新設)

０
０

Э

==」
l二重秘』戯生三二五こ盤ュ」随五』≦2塗豊豊墜菫上【1▲登 Lコ2

のお豊担力1極めて宣量もの

引とし二塁不合理と認められるもの

上 二i`⊇」國塑[二主里 L」E山と立
=う
_圭L⊆≧

二 二連Ω饉生鉦L盪回堅璽輩匙壁」凶塑塑』饉塾≦:塾五上Ω

0 事前照会者名、照会内容及び回答内容が公表されること1こ事前照会者
が同意していること



⊂
｀

「
，）

改 正 改 ユ馴

リ 事前照会者や事 照会 I 係る取引等関係者が、租 条約における明

確認が困難な国や地域の居住者等 (当該国、地域に住所又は居所を有

する個人及び当該 地域 i 本店 は主たる事務所を有する法人をい

う。)_で当室もの

ヌ 上記イからりまでのほか、本手 1 よる文書回答が適切でないと認

められるもの

(例示)

が 由して る が に

令の適用等 | ついての予測可能 を与えるという本来の目的に反す

る形で利用されるおそれがある場合

② 事前照会の 前 提 となる国税 | 関する法令以外の 法令等 ! よ り決定
される生童壺憂塾國団整整螢墜生曼食

Ω _____2:蟹:口!菫!亘1里:蔓:立登 i國:Ж:立_ム」:型:二墨 菫 i盤:豊國 I艶!墾l菫

である場合

(削る)

(削る)

(新設)

巡重菫 [墾塾2生象上士る事前照会の例》

ω
②
③
④

⑤
0

金融保険業の同業者団体からの特有な所得計算に関する照会

《文書回答の対象とならない事前照会の例》

ω
(2)

取引当事者間の個別の事情に係るような取] |に関する照会
°

法人税法上の役員の過大報酬の判定に関する照会

４
４

後 正

壁塾上担
=塾
璽痙二並 :」二笠、」地 1匡塁2回団登還量三上二重童玉整皇型壺墨
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改 正 後 改 正 ユ則

(削 る)

2 事務処理体制の概要
事前照会に対する文書回答に係る事務処理体制の概要については、次の

とおりとする。

(1)照会文書の受付窓口

事前照会は、原則として、事前照会者の照会内容に係る税目の納税地

の所轄税務署 (以下「署」という。)において受け付ける。

ただし、次に掲げる事前照会は、それぞれ次に定める署Xは国税局 (沖
縄国税事務所を含む。以下「局」という。)の部署において受け付ける。

イ 調査課所管法人の法人税及び消費税の事前照会
当該法人を所管する局の調査管理課 (関東信越、東京、名古屋及び

大阪国税局にあっては調査審理課、沖縄国税事務所にあつては調査課

をいう。以下同じ。)

口 酒税の事前照会
その酒類等の製造場等又は酒類の販売場の所在地の所轄署。ただし、

その酒類の製造場等が局所管酒類製造場等である場合は二当_該製造盪

笠:Ω所在地の所轄局の酒税課 (沖縄国税事務所にあつては間税課をい

う。以下同じ。)

③ 同族会社等の行為又は計算の否認等に関わる取引i_2他通常の経済取
としては められる に の い に

2 事務処理体制の概要
事前照会に対する文書回答に係る事務処理体制の概要については、次の

とおりとする。

(1)照会文書の受付窓口

事前照会は、原則として、事前照会者の照会内容に係る税目の納税地

(納税地のない団体等にあつては主たる事務所の所在地をいう。以下「納

立地笠上止坐二五との所轄税務署 (以下「署」という。)において受け付
ける。

ただし、次に掲げる事前照会は、それぞれ次に定める署二国税局 (沖

縄国税事務所を含む。以下「局」という。) 又は国税庁 ( 下「庁」とい

22Lの部署において受け付ける。
イ 調査課所管法人の法人税及び消費税の事前照会
当該法人を所管する局調査管理課 (関東信越、東京、名古屋及び大

阪国税局にあっては調査審理課、沖縄国税事務所にあっては調査課を

いう。以下同じ。)

口 酒税の事前照会
その酒類等の製造場等又は酒類の販売場の所在地の所轄署。ただし、

その酒類の製造場等が局所管酒類製造場等である場合は所在地の所轄

局酒税課 (沖縄国税事務所にあっては間税課をいう。以下同じ。)

に
０

tン 「
ン

ノゝ

=ニ

皿 但生2笙国曳墨塾塾塑ニヱ退墜塑重堕:二⊇壼【2譲渡所得等の非課税
亜盤回塁主」盤

0旦 望墾続奎⊇亜皿型ヒる皿塗二
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改 正 後 改 目1

ハ 間接諸税 (印紙税を除く。)の事前照会
その製造場等の所在地の所轄局の消費税課 (沖縄国税事務所にあっ

ては間税課をいう。以下同じ。)

(削る)

(2)局における審査事務の体制

署又は局の部署で受け付けた事前照会は、旦2審理課 (審理課が設置
されていない局にあっては審理官、沖縄国税事務所にあつては課税総括

課をいう。以下同じ。)で審査を担当するが、この場合、旦の課税総括課、
個人課税課、資産課税課、資産評価官、法人課税課、消費税課及び調査

管理課 (以下「主務課等」という。)と 必要に応じて協議を行うこととす

る。

ただし、酒税に関する審査等は、局の酒税課において行う。

(3)庁への上申又は進達

局は、 2(2)の事前照会のうち重要な先例となるような事案については

里塾」壼L」L墜工工立」ヱ 上 ユュ2_望菱璽璧譴劉菫固國塁へ上申するほか、当該

事案のうち庁において審査すべきと判断されるものについては庁へ進達

する。

(注 )

1 重要な先例となる事案とは、 えば、次のようなものをいう。
イ 新たに創設された税制に関連した取引等に関する照会で、その

取扱L量幽堕L全二査担工し≧宣墜上の

口 新たな金融商品 | 関する課税 係の照会で、多数の法律関係が
鐘壺 ⊇上め」、_副壺 辻主るL劃」販Z理型」壁1菫整」≧士∠」望≧
庁において審査すべきものとは、例えば、その内容が全国的に波

及し、解釈や取扱いを統一する必要のあるものをいう。

2

′ヽ 同接確機‐(印紙税を除く。)の事前熙会
その製造場等の所在地の所結局消費税謀 (沖縄国税事務所にあつて

は同税瞑をいう。以下同じ.)

二 L雀庄と●2菫肛E会
壺豊菫菫

② 月におけぅ審
=事
務の体制

署又は局の部署で受け付けた0前照会は、書理課 (審理秦が投置され
ていない局にあっては審理官、沖縄国税事務所にあつては課税総括課を
いう。以下同じ。)でキ奎を担当するが、この場合、謀税総指摯、個人燿
税凛、資産課税課、資産評価官、法人課税凛、消費税瞑及切関杢管理課

く以下「主務慄等」という。)と必要にぶして協議を行うこととする。
ただし、酒税に関するキ査等は、局酒税課において行う。

(3)庁への上申又は進達

局は、上記(2)の事前照会のうち重要な先例となるような事案について

は庁 (審理室又は酒税課)ヘ上申するほか、当該事案のうち庁において
審査すべきと判断されるものについては庁へ進達する。

(新設)

＾
０

正
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ω 熙会応答担当者 (211)の署又は局の部署|こおいて、熙会事項に対する
応答事務を担当する者として、局o主務傑等 鯖税凛を含む.)が指定し
た者を|ヽう。以下同じ。)は、事前照会者に対して、塗二饉2塵宣■壼生
年を遭切に饉呪する。
(注)事前口召 Zゝ者 の 納税 地 の所轄署 (局)以外の署 (局 )(以下「所轄外部

=

邑虔⊥望立上 1並L璽艶亜1全饉生垂塑i全旦菫』整笙墨望当!全
応答担当者は、事前照会者に対 して、事前照会の窓口は 2(1)に定める

型聖艶重直塾堕超量止立L:」巨壺 l,金饉壁垂圭 1笠」壁置 LI並
して速やかに連絡する。

② 照会応答担当者は、照会内容が明らかに■1こ掲」る墓件を満たしてい

ないと判断される場合を除き、次のイからチまでの事項を記載 した書面

並びにり及びヌの書類 (「茨 の イ からチまでの事項を記載 した書 」に
´D

し≧てl茎別紙 1の様式参照。以下、照会事項に関係する参考資料を含めて
「照会文書」という。) を提出することにより本手続に基づく事前照会が

できる旨及び審査の結果次第では、今後、文書回答を行わないこととな

る可能性がある旨狂_事前照会者に対して説明する。
笠⊇_里塗望望塁至朗■2■1二 11こ担げ登塁生盗壺たし

‐
Cいないと生」当される

場合にあつて豊__」重目壺Q量宣・要件等に照らし文書回答は行わない
旨邑明するL

照会応答担当者 (上記 2(1)の署又は局の部署において、照会事項に対す

る応答事務を担当する者として、局主務課等 (局酒税課を含む。)が指定し
た者をいう。以下同じ。)は、文書による 答を求める事前照会者に対して、

次の事項を記載した書面 (別紙 1の様式参照。以下、照会事項に関係する

参考資料を含めて「照会文書」という。) の提出を求め こととする。

７

，

改

3 ヨ|ヨ11墨1塗 i」登」
`Z≧

:き:1』l121L』 :』!」:ヨ !±:LI」 !L:羞i豊 :三
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改 正 後 改 正 前

五 法令解釈・適用上の疑義の要約及びこれに対する事前照会者の求め
る見解の内容

旦 照会事項に関係する.聖ヨ1笠固墨二の名称 (すべて実名とする。)、 取
引等における権利・義務関係などの具体的な事実関係

企 3」2口_の事実関係に対して法令の適用又は先例の適用等からなる事

前照会者の求める見解となることの理由三皇埜重生担拠上上登事例、

菫劃」型、」奎塑L二圏」三△菫さ:」1二塁L登」聾豊L_重L壁上,二笙E塗旦L圭豊

ユ見』盪宣LL
取引等に係る申告期限又は納期限

関係する法令条項等

審査に必要な資料の提出に皇血照金豊が同意する旨

事前照会者名、照会内容及び回答内容が公表されることこ公表!こ闘

しェ里聾畳豊題脇匿艶の工超墜」肇全二と_、 並」こ仮に全塞|三⊇L｀工菫]1笠

ホ

ト

選彊区三塁運動壺」畳ニュた」墨塾lL=皇Ё亜塗五の重二塁≧墨主重塑塁
することについて、事前照金萱が同意する旨

チ 照会文書のうちに、日本語以外の言語で記述されているものが含ま
笙三1生登墜主二塁L=旦2型墨塁塁塵亘立塾⊇|」堕≧L二1基L_玉主茎菫
|三迦ムL孟≦2囚査圭皿羅」ユL旦杢調」二廻玉 L`上」菫型

=_【
当』堕國塁g2童L

三

`壼

Ci亜盤壁≧
=≧
と_日f世塁を重二上畳妻]垂里奎艶鰤目塵コL五旦

事前照会に係る取引等に関するすべての契約書等の写し等関係書類リ

Ш 法令解釈。適用上の疑義の要約及びこれに対する事前照会者の求める
見解の内容

② 照会事項に関係する当_蔓童の名称 (すべて実名とする。)、 取引等にお
ける権利・義務関係などの具体的な事実関係

0 0の事実関係に対して法令適用又は先例の適用等からなる事前照会者
の求める見解となることの理由

(新設)

０
０

O

ど ‐ ⊇ 生 ≧ 上 皿 ]上豊ヨニ」固 墨 上l≦E幽 壺 整二雌 笙 宜1盟全
用)(別紙1-4の様式参照)

鐙 取引等に係る申告期限又は納位期限
0 関係する法令条項等
0 審査に必要な資料の提出に同意する旨
0 事前照会者名、照会内容及び回答内容が公表されること!こ同意する旨
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改 正 後 改 正 日ll

4 受理時の形式審査事務等
(1)形式審査事務及び補正要求事務

二 照会応答担当者は、照会文書を受理した場合には、形式審査表 (別
紙 2の様式参照)により、当該照会文書 |こ3(2)イからチまでの事項の
記載が重過二:二:」!1二!墜:」

`塑
:菫:菫:整:凶:壁!巨121星出があることを確認し、そ

の記載事項に不明な点があるとき又は必要な参考資料が不足している

ときには、事前照会者に対して記載事項の補正又は参考資料の提出等

を速やかに求めるとともに、当該照会文書に基づき所要事項を一般事

務整理簿に記載する。

また、照会応答担当者は、事前 会者に対して、次の事項を確実に

伝二五L
〔∠_L豊査の状過笠二上⊇て|ま 3文書回答を行う前に申告期限等が到来
する場合が生じるがヾこの場合には、実際に提出された申告に基づ

き事実関係等を審理する必要があるため、事前照会に対する文書回

(ハ)事前照会に対する文書回答について :ま、不服申堕玉の対象とはな
らない旨

(注)事前照会者から五整墜艶量二照会文書の提出があった場合には、
所轄外部署から所轄署_(』⊇_へ当該照会文書を速やかに移送し、所轄

署 (昼2_において処理するとともに、移送を行つた旨を事前照会者に

対L【伝丞登。

4 受理時の形式審査事務等
(1)形式審査事務及び補正要求事務

照会応答担当者は、照会文書を受理した場合には、形式審査表 (別紙

2の様式参照)により、当該照会文書に上記 3(1)か ら(7)ま での事項の記
載があることを確認し、その記載事項に不明な点があるとき又は必要な

参考資料が不足している主立ムときには、事前照会者に対して記載事項
の補正又は参考資料の提出等を速やかに求めるとともに、当該照会文書

に基づき所要事項を一般事務整理簿に記載する。

(新設)

(注)事前照会者の納税地等の所轄署以外の (以下「所轄外署」という。)

に照会文書の提出があった場合には、所轄外署から所轄署へ当該照会文

書を速やかに移送し、所轄署において処理する。

ｑ

υ

答は■ねな堕宣

」上主_圭並墨盤基塗塑蜃艶聾劉聾豊重笙墜二」≧重L理菫1三』超豊謹l限」奎」饉」整Lttl

が延長されることはない旨
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改 正 後 改 正 月il

ロ 照会応答担当者は、当該照会文書に係る皇証皿金が■■mヽら③まで

に掲げる要件を満たすものであるか否かを可能な限り確認し、文書回

答の対象とならない事前照会に当たると考えられる場合には、事前照

会者に対して、文書回答の趣旨や範囲等を説明した上で、今後、文書

回答を行わないこととなる可能性がある旨を伝えるなど適切に対応す

る。

(注)文書回答を行わない場合であっても、日頭による回答が可能な
事前照会については、内容を審査して、口頭による回答を行うことに

配意する。

② 取下書処理事務
事前照会者から、蔓1コ壁金に係る取引等の中止や前提となる事実関係

の変更等により、当該照会文書を取り下げたい旨の申出があつた場合に

は 、照会応答担当者は、取下書 (任意競 塑至:歴量≧上の提出を求める。

照会応答担当者は、取下書を受理した場合には、その処理のてん末を一

般事務整理簿に記載し、当該取下書に係る照会文書とともに、日付順又

は項目別に編てつし、事前照会関係書類として保存する。

② る事

照会応答担当者は、当該照会文書に係る照全が上記ュωから9までに

掲げる要件を満たすものであるか否かを可能な限り確認し、文書回答の

対象とならない事前照会 (以工「文畳回答不適照会」という。)に当たる
と考えられる場合には、事前照会者に対して、文書回答の趣旨や範囲等

を説明した上で、今後、文書回答を行わないこととなる可能性がある旨

を伝えるなど適切に対応する。

(注)文書回答を行わない場合であっても、口頭による回答が可能な事
前照会については、内容を審査して、口頭による回答を行うことに

配意する。

③ 取下書処理事務
事前照会者から、里全に係る取引等の中止や前提となる事実関係の変

更等により、当該照会文書を取り下げたい旨の申上出があった場合には、

照会応答担当者は、取下書の提出を求める。照会応答担当者は、取下書

を受理した場合には、その処理のてん末を一般事務整理簿に記載し、当

該取下書に係る照会文書とともに、日付順又は項目別に編てつし、事前

照会関係書類として保存する。

④ 局審理課等への進達事務等
照会応答担当者は、受理した照会文書 (取下書の提出があったものを

除く。)を、受理後 1週間以内を目途に、形式審査表の写しを添付した上

で、局の審理課又は酒税課へ進達又は回付する。

(新設)

△

0 局審理課等への進達事務等
照会応答幽 者は、受理した照会文書 〈取下●の提出があつたものを

除く。)を、受理後1週間以内を目途に、形式審査表の写しを添付した上

で.局の審理謀又は酒税瞑^進違又は回付する。
_金⊇__星全⊇土ヨ謹L■_■」田饉壼睦」」ロニ菫Lエユエ■2抵旦」量2
■」腱世:=墜,_ユ笙:塗1口と 堅:Eヨ:2壼」[ヨ:日:L」芭!Lに回土に

10
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改 正 後 改 前

5 局における審査事務等

(1)形式審査事務及び補正要求事務

旦2審理課又は酒税課の文書回答担当者 (照会文書に係る審査事務及
び文書回答事務を担当する者をいう。以下同じ。)は、進達又は回付され
た照会文書が文書回答の要件等 (1(9)に掲げる要件を含む。) を満たすも

のであるか否かを二 4(1)に準じて改めて審査を行う。

形式審査の結果、当該事前照会が い

に該当する場合には、その理由を記載した「文書回答の対象となる事前

照会に当たらない旨のお知らせ」(別紙 7の様式参照)を作成し、事前照

会者に対して送付する。

なお、実質審査を要するものについては、必要に応じて、関係する主

務課等へ照会文書の写しを交付する。

(2)実質審査事務

イ 実質審査の担当
文書回答に当たつての実質審査は、当該菫1型旦金に係る税目を担当

している局の審理課又は酒税課の文書回答担当者が行うが、複数税目

にかかわる事案については、事案ごとに起案担当者を定めた上で、該

当税目の担当者による合議体において、一体的に取り組むこととする。

なお、相続税等の財産評価に関する照会のうち、平成 12年 6月 5日

付課評 1-5ほか 2課共同「財産評価基本通達第 5項 《評価方法の定
めのない財産の評価》及び第 6項 《この通達の定めにより難い場合の

評価》の運用について」(事務運営指針)において旦Ω資産評価官に連
絡するものとして定められている事案を把握した場合には、同事務運

営指針に定めるところに従い、速やかに旦の資産評価官に連絡し、処

5 局における審査事務等

(1)形式審査事務及び補正要求事務

審理課又は酒税課の文書回答担当者 (照会文書に係る審査事務及び文

書回答事務を担当する者をいう。以下同じb)は、進達又は回付された照

会文書が文書回答の要件等を満たすものであるか否かを上重 4(1)丞型セl
に準じて改めて審査を行う。

形式審査の結果、当該事前照会が茎豊回査盃適盟全に該当する場合に

は 、 ことがふ わ し ない理 か こし で 「文

書回答の対象となる事前照会に当たらない旨のお知らせ」(別紙 4の様式

参照)を作成し、事前照会者に対して送付する。
なお、実質審査を要するものについては、必要に応じて、関係する主

務課等へ照会文書の写しを交付する。

(2)実質菫生審査事務
イ 実質審査の担当
文書回答に当たっての実質審査は、当該墨金に係る税目を担当して

いる審理課又は酒税課の文書回答担当者が行うが、複数税目にかかわ

る事案については、事案ごとに起案担当者を定めた上で、該当税目の

担当者による合議体において、一体的に取り組むこととする。

なお、相続税等の財産評価に関する照会のうち、平成 12年 6月 5日

付課評 1-5ほか2課共同「財産評価基本通達第 5項 《評価方法の定
めのない財産の評価》及び第 6項 《この通達の定めにより難い場合の

評価》の運用について」(事務運営指針)において資産評価官に連絡す
るものとして定められている事案を把握した場合には、同事務運営指

針に定めるところに従い、速やかに資産評価官に連絡し、処理方針等

11.

Э
正



改 正 後 改 正 月:l

また、旦Ω審理課に消費税及び間接諸税 (以下「消費税等」という。)

の専担者が配置されていない局における消費税等に関する皇並盟全に

ついては、原則として所得税又は法人税の担当者が事案を担当するこ

ととなるが、審査等に当たっては、局2消費税課との連絡 。協調を密
にして、次により行うこととする。

(イ )消費税に関する事案については、実質審査の早期の段階から局

2消費税課と密接な協議を行う。
(口 )印紙税に関する事案については、局2消費税課と共同して実質
審査等を行う。

(ハ)印紙税を除く間接諸税に関する事案については、平成 13年 6月

26日 付課消4-17ほか4課共同「揮発油税等の審理事務の局間広域
運営について」(事務運営指針)の定めるところにより、東京局又は

大阪局の審理課の消費税担当者が、同局の消費税課と共同して実質

審査等を行う。

について協議する。

また、審理課に消費税及び間接諸税 (以下「消費税等」という。)の
専担者が配置されていない局における消費税等に関する塁全について

は、原則として所得税又は法人税の担当者が事案を担当することとな

るが、審査等に当たっては、局消費税課との連絡・協調を密にして、

次により行うこととする。

(イ )消費税に関する事案については、実質審査の早期の段階から局
消費税課と密接な協議を行う。

(口 )印紙税に関する事案については、局消費税課と共同して実質審
査等を行う。

(ハ )印紙税を除く間接諸税に関する事案については、平成 13年 6月
26日 付課消4-17ほか4課共同「揮発油税等の審理事務の局間広域
運営について」(事務運営指針)の定めるところにより、東京局又は
大阪局の審理課の消費税担当者が、同局の消費税課と共同して実質

審査等を行う。

⊃

「

理方針等について協議する。

12



正 後 改 正 ユ則

口 留意事項
_玉∠」と_文書回答は、照会文書上明らかにされた事実関係に基づいて

行うのであるから、実質審査に当たっては、当該照会文書上明ら

かにされた事実関係のみでは文書回答の前提となる事実関係が不

十分で判断が困難となるような場合には、文書回答 当者は、事

前照会者に対して書面等の方法:二よる補足資料の提出を確実に求

めるなど可能な限り適否の判定を行うことに努める。また、その

事実関係の確認のために、事前照会者以外の取引笠関係者への里

全笠は行わないこととする。

(注)実質審査の内容は「文書回答笠を行舛鋤芭匿全の事績整理
票」(別紙 3の様式参照)に記載する。

(口 )文書回答が行われる前に事前照会に係る取引等の申告期限等
力1型基上上場全上墨量_文書回答は行わず、申告審理又は調査審

口 留意事項
文書回答は、照会文書上明らかにされた事実関係に基づいて行う

のであるから、実質審査に当たっては、当該照会文書上明らかにさ

れた事実関係のみでは文書回答の前提となる事実関係が不十分で判

断が困難となるような場合には、事前照会者に対して書面等の方法

二よ_2補足資料の提出を確実に求めるなど可能な限り適否の判定を

行うことに努める。また、その事実関係の確認のために、事前照会

者以外の取引関係者への照会や区壼亜堕曇は行わないこととする。

(注)実質審査の内容は「文書回答を行う里会の事績整理票」(別紙
3の様式参照)に記載する。

(新設)
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理において処理することに留意する。
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(3)取下書処理事務

事前照会者から、壺血照会に係る取引等の中止や前提となる事実関

係の変更等により、当該照会文書を取り下げたい旨の申出があった場

合には、40に準じて処理する。
(注 )事前照会者か ら局 I 対 して取下書の提出があつた場合には、 4

(3)注豊主[こより上既I三豊力≧二昼!三対上
‐
C聖ェ豊Ω塁上の回量力1な

されている場合を除き、署に対し、取下書の写しを速やかに回付

立五L

四 庁への上申又は進達
重要な先例となるような事案で、庁の判断が必要と認められるもの

については、庁の審理室又は酒税課へ連絡の上、局の回答案を付して

庁へ上申を行うこととする。

ただし、重要な先例となるような事案のうち、照会内容からみて、

庁において審査すべきと判断されるものは、局の審理課又は酒税課に

進達又は回付された後速やかに庁へ進達することとする。

(削 る)

(3)取下書処理事務

事前照会者から、里全に係る取引等の中止や前提となる事実関係の

変更等により、当該照会文書を取り下げたい旨の申し出があった場合

には、上記4oに準じて処理する。
(新設)

0 庁への上申又は進達
重要な先例となるような事案で、庁の判断が必要と認められるもの

については、庁審理室又は庁酒税課へ連絡の上、局の回答案を付して

庁へ上申を行うこととする。

ただし、重要な先例となるような事案のうち、照会内容からみて、

庁において審査すべきと判断されるものは、局審理課又は局酒税課に

進達又は回付された後速やかに庁へ進達することとする。

ロ 新たな金融商品に関する課税 の照会で、多数の法律関係が絡

む等のため、局における判断が困難と認められるもの
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改 正 後 改 ユ削

6 回答及び公表
(1)回答

実質審査を了した場合には、関係主務課等にあらかじめ処理案を回付

し、必要に応じ協議した上で、関係主務課等との合議により決裁を了し

た後、その審査結果に応じて、それぞれ次により処理する。

なお、文書回答は局の審理課長名 (審理課が設置されていない局にあ

っては審理官名、沖縄国税事務所にあつては課税総括課長名)又は酒税
課長名 (沖縄国税事務所にあっては、間税課長名)で行うこととする。
(注)1 菫雌 に対する審査に要する期間は、その照会内容や事実関

係の補足のための資料の提出状況等により長短が生ずる場合があ

ると考えられることから、当分の間、回答期限を設けないことと

するが、事前照会者に対して審査の進行状況を適宜連絡するなど

事前照会者等との間において無用の トラブルが生じないよう堅重

しつつ、できる限り速やかに回答するよう努める。

2 文書回答は、あくまで納税者サービスの一環として行うもので
_あることから、至Шi国1塾

=■
12対 1塗壁:I」:イとL生堕⊆塁塁」墜墾照会文

書に対する回答がないことを理由に申告期限や納期限が延長され

るようなことはないことに留意する。

イ 文書回答の対塁として回答を行立場合
生ω__墨全豊聾量■2Lヽて、壷亜』釜 ]量2X重!∠虜』墜堕型容が相当と認
めら墨る場合

_墜口ゆ 2壺坐
`菫
L:菫塁上奎■_菫4菫襲饉区 lL 01紙 4の様

式参照)を件成し、事前照会者に対して選付する.

イ 文書回答を行うことがふさわしくない場合
照会文書に係る 会が、例えば、次に掲げるような場合など文書回

答不適照会に該当するときは、文書回答を行うことがふさわしくない

理由を明 らかにした上で、「文書回答の対象となる事 I 照会に当たらな

い旨のお知らせ」(別紙 4の様式参照)を作成し、事前照会者に対して
送付する。
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η
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正

6 回答及び公表
(1)回答

実質審査を了した場合には、関係主務課等にあらかじめ処理案を回付

し、必要に応じ協議したうえで、関係主務課等との合議により決裁を了

した後、その審査結果に応じて、それぞれ次により処理する。

なお、文書回答は局審理課長名 (審理課が設置されていない局にあっ

ては審理官名、沖縄国税事務所にあっては課税総括課長名)又は局酒税
課長名 (沖縄国税事務所にあっては、間税課長名)で行うこととする。
(注)1 腱 に対する審査に要する期間は、その照会内容や事実関係の
補足のための資料の提出状況等により長短が生ずる場合があると

考えられることから、当分の間、回答期限を設けないこととするが、

事前照会者に対して審査の進行状況を適宜連絡するなど事前照会

者等との間において無用のトラブルが生じないよう童昼しつつ、で

きる限り速やかに回答するよう努める。

2 文書回答は、あくまで納税者サービスの一環として行うもので
あることから、照会文書に対する回答がないことを理由に申告期限

や納生期限が延長されるようなことはないことに留意する。



「
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_`ノ

改 正 後 改 正 日ll

や新たな事実が生じた場合には、回答内容と異なる課税関係が生ず

事前照会者の申 内容等を拘束するものではない」旨を必ず記載す

る。

(削 る) Ω 照会内容に仮定の事実等があり、回答が将来的に誤解を招くおそ

れが坐登嫁全

②
△

が 事者の 思 に ってその が左

能性がある場合

Ω 他の法令等により決定されるべき前提となる事 が未解決である

場合

Ω 法令の改正過程にある問題であり、現状における回答が困難であ

る鬱塾a
Ω illI::[:::::::::1::::菫

`笙

1貿1量1麺≡:壁l盤壁:翌!塾:型1型」:lil奎1望:コi立!菫
`上
』合|

(注)当該申告等が行われた後にあっては、申告 理又は調査審理
において処理 ることに る

Ω の |こ の
′ 、

の に
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な墨,この:盪金、堕聖奎!ユ査塁二あくまで照会I三係る皇塞固墨止前|

塁と」
`上
立2璽壁と二」塾壁塵塾四1■昼全≦」塁上墾垣皇萱LL型壁主

_生型曇:墜登L艶:璽」国:旦笙I狂塾墨_旦■昼墨 =≦:2刷整:壁塑!二_

し【生された場合

」建主二望盪
`量

三蓋並墨全壷
=墜
量三□上_当該他の納税者等|こ対す

る回答座菫里些童型2聾聖堡ジLる_二型二に亜生童」Lる__|



、 ン

後 改 正 ユ則

(削る)

鯉工 照会事項について、事前照会者の求める見解の内容が壺墜圭と
盟め二五宣上場合

事前照 者の求める見解の内 が祖当と認められない理由を

記載した「貴見のとおり取り扱われるとは限らない」旨を回答

する文書 (別紙 5の様式参照)を作成し、事前照会者に対して
送付する。

なお、この場合、「回答内容は、国税局としての見解であり、

事血盟塗墜璽壼型墨壁堅艶墨血重立るもの工l主ない」旨を必ず記

載する。

(ハ)照会文書の提出後、文書回答が行われる前に同様の照会に対する
■鯉塾塑[塑上≧ど:盟二昼 塾 :ユニ_当:塑図墨重 昼:主二墨塾 型L二」極

た生星盤止丞立ことな生=皇立照会に量立る回笙となる場合
「別添資料の回答内容と同様の 取 扱 しヽ となる | 旨を回答する文書

(別紙 6の様式参照)を作成し、事前照会者に対して送付する。

た が じた が生

「

参照と二重塑型望L
の 3の

口
一
上証イ以上の場全

次の区分に応じて、それぞれ次による。

Ω 照会事項について、事前照会者の求める見解の内容が工 Lセ 場ヽ合
「貴見のとおりで差し支えない」旨を回答する文書 (別紙 5の様

式参照)を作成し、事前照会者に対して送付する。

なお、この場合、「回答内容は、あくまで照会に る事実関係を前

提としたものであり、具体的な事例において異なる事実がある場合

や新たな事実が生じた場合には、回答内容と異なる課税関係が生ず

ることがある」旨を必ず記載する。
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改 正

なお=ニユ」塾主=里ユ査塾墜聾墨L埜≦塁ヨ望壁金上』磁菫菫塞選』留コ誼

旦と堕菫≦墨塾上型畳盪塾壺塑量」並コ⊆墨適:る三[量

`菫

塵i』l食

ることが墨る」_圭憂墜型L二回査2ョ螢主_I国[腱昼止LL41⊆2塁笙【lぬ上二_
壷血里≦当型2皇董:壼査笠壺饉速二l登:L2【墾室LL旦塾塗[ユ重」主
る。

まと、茎豊回塵整ュ当当饉L_重菫1里全豊全
=⊆
≧回笙ラ曼ム巫』透」立L上

0」墜委堕二2主⊆_ヨ誼』墜塾 [22茎生Lる」]墜E型コ杢が工]」
`立
上kl

限ら上L盪全
_壺塗L旦竪当笙2茎坐う地 白容量正 L上≧止1ま]塁Lない理由を明ら

とし■1丞曇≦L¨I量星g≧とと主菫重こり」及塑二重上塑亜塑璽塾」 旨を回答

する文書 (別紙 6の様式参照)を作成し、事前照会者に対して送付
する。



′
し （

）
改 正 後 改 正 月|」

「照会文書及び回答文書の公表 | して取引等関係者の了解が得られ

口 文書回答の対象とならない場合
照金茎畳_L量る題金が、文書回答の対象と_生 らなし1皇血里会に該当す

② 公表
イ _6(1)のイ 上0■ 三ニロ)に係る照会文書及び回答文書のうち同様
の取引等を行う他の納税者に対しても旦LE臣立登法全の適用等につ
いて予測可能性を与えることとなる部分については、原則として、そ

の回答後 60日 以内に公表することとする。

ただし、菫血照会の際に、事前照会者から一定期間内 (120日 を超

えない期間内)につき公表しないことを求める蠅 があった場合で、
その生旦に相当の理由があると認められるときには、当該皇当に係る

期間後に公表することとする。

(旧事務運営指針 6(1)イ を一部改正)

(新設 )

(2)公表

イ 上記(1)の口①に係る照会文書及び回答文書のうち同様の取引等を行
う他の2数2納税者に対しても重塗の適用等について予測可能性を与
えることとなる部分については、原則として、その回答後 60日以内に

公表することとする。

ただし、盤 の際に、事前照会者から一定期間内 (120日 を超えな

い期間内)につき公表しないことを求めるユし出があつた場合で、そ
の申上出に相当の理由があると認められるときには、当該立し出に係

る期間後に公表することとする。

18

三二と豊三皇重

:菫劃:聖望重
=:上
当_L21■1主菫国:述:』:二と壺:飩』里全艶塾 L“≦二_

■量生』聾ュ_型コ豊豊量壺旦二:窒登」饉二2圭」場ヒ≧上■L_豊壼墨塗
萱璽:≧!墜:塾二重塑墜!=:止二と1=:■≦:2三壺i盈壁i芭二

生≧三ニニニ2理:圭壁里ユL上_墜壁[1菫⊇五,Lと」茎五皇前五製三当上
2整上l旦の二墜■2型■_週墨112L2塵圭刻堕_五生盛1^_菫血胆全艶整立上
て送付する。

′■__::i:|::萱L生11:::二 ::壺 ::::|]::]′奎l`:!:L::!:lli:i::Lと _:|:i:」 ::と:笙_≦〔
=_::::L〔

:2_11:E:_1:|:li:含 :

4及び5により豊査中の事ユ墨会が=菫豊期塑墜⊆塑堕墜型二とユニ茎

豊回艶2ユ墨壁型菫≦聾整止 量型量三工理迪二護理堕二壁璽塵全
に対墨 文艶 ]査≦塑L塵と型 塾 _艶ヒとL艶2上,唖型 LEШ』堕」塑EttL
参照)生生成L菫 血照会者に菫上て送付する。

(新設)



（
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改 正 後 改 正 日I」

ロ 公表は、各局又は庁のホームページにおいて照会■び回答の豊査を

項目別に掲載して行うほか、各局又は庁の閲覧窓口において閲覧に供

する。

ハ 事前照会者笠の同意があったとしても、行政機関の保有する情報の
公開に関する法律に定める不開示情報に該当すると考えられる部分や

国税に関する法令上の守秘義務に抵触すると考えられる部分について

は、当該部分を伏せて公表することに留意する。

(注 ) 事前照会者 外の取ヨl等関係者名については、事案の性格上、

明らか | す る とが必要な場合 除き、例えば、 X、 Y等と記載
す る と I よ り匿名化することとする。

7 関係部署への連絡等

昼」二お1する回答内容の通知等Ш

つ の は は 2 1 の

理 理 の

I:::」
1llii[::【:::_:::::≧ _:=`:、 __::!::::ilillilli::l二 i:::::[:!:]|」 1:ilL:iilil:::11i:l≦ !::_.!|=`=::【 ::11:lililil::::::!::_`:::!_`1___::1::_1!:::、  _:lilililitllll:!::::::|::il::il」 :!:::_:ill.

告事績を管理する部署二当該通知に係る文書の写しを回付する。

口 公表は、各局又は庁のホームページにおいて照会回答を項目別に掲
載して行うほか、各局又は庁の閲覧窓口において閲覧に供する。

ハ 事前照会者の同意があったとしても、行政機関の保有する情報の公
開に関する法律に定める不開示情報に該当すると考えられる部分や狙

迭上の守秘義務に抵触すると考えられる部分については、当該部分を

伏せて公表することに留意する。

(新設)

文書回笙担当者は_当該盟会文書に係る照会応答担当者、関係主務課等
に対して回答文書の写しを回付するなどその処理結果を連絡する_と_と主

」二=_す
べての処理が終了した場合には、一切の関係書類を日付順又は項目

別に編てつし、茎豊照会関係書類として保存する。

(新設)
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`L_旦
笙』ll査豊ョ菫:旦鮭 !1る_と ともに、

関係主務課等に対して回答文書の写しを回付するなどその処理結果を連

絡する三二L二すべての処理が終了した場合には、一切の関係書類を日
付順又は項目別に編てつし、事前照会関係書類として保存する。

●1量二主旦五処理豊
」墜!塑量:翌]型」廼艶i塾」里2逗匿!型望聾 :皿量型:塵塾:塾上」主_三

7 関係部署への連絡等
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改 正 改 正 目Il

0丘 畳理室笠全螂 豊
文書回答を行つた局の審理課又は酒税課は、事後の事務処理の統一性

を確保するために、_「文書回答笠を行う事前照会の事績整理票■ (別紙 3

の様式参照)を活用し、その処理事績を立の審理室又は酒税課並びに他
局の審理課又は酒税課に連絡するとともに、連絡をした又は連絡を受け

た各局の審理課又は酒税課の文書回答担当者は、当該処理事績の内容に

応じ、.関係部署の職員に周知を図ることとする。

ヒl旦童皇理
厘l」誉!三[さ」

`SiL圭

:。L_」 :2」

`_EE三

【lヨE』11里里菫含コL三」こLEEE彗」議三E]LヨLZ堕lIL腫曇」|■Lと十二コ|≧■あ

上二塞墜の皇塞凹二重1墨並胆全I三量五皇塞盟係_と墨空る生どの理由E上

主上二事後の事務処理の統一性を確保するために、文書回答を行う事前

照会の事績整理票 (別紙 3の様式参照)を活用し、その処理事績を立審理
室又は庁酒税課並びに他局の審理課又は酒税課に連絡するとともに、連絡

をした又は連絡を受けた各局の審理課又は酒税課の文書回答担当者は、当

該処理事績の内容に応じ、関係部署の職員に周知を図ることとする。

(新設)
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暢」添 2)

別紙 1

取引等に係る税務上の取扱い等に関する事前照会

受付印

0

平成 年 月 日

税務署経由

国 税 局

審理課長 (審理官)

酒 税 課 長
殿

(注意事項)

1 :事前照会の内容等によつては、資料を提出していただいても文書回答ができない場合があります。

2 事前照会に対する回答がないこと等を理由に申告期限や納期限が延長されることはありません。
3 提出された資料につきましては返却いたしませんので、ご留意ください。

※整理番号

事

前

照

者

②
住 所 。所 在 地
(納 税 地 )

T

③ (フ リガナ )

氏 名 。 名 称

( )

①

電話
番号

④
総代
又は

法人
の代
表者

住 所 ・ 居 所

(フ リガナ)
氏    名

( )

①

電話
番号

⑤

代

理

人

住所・居所

(フ リガナ)
氏    名

( )

電話
番号

⑥ 同意事項等
次の取引等に係る国税に関する法令の解釈・適用その他税務上の取扱い等について、次の「事前照会の趣旨」
のとおりの見解で差し支えないかどうか文書による回答を受けたいので照会します。
なお、この事前照会に関して、添付した資料のほかに、審査のために必要な資料や、日本語以外の言語で記述
されている資料について日本語翻訳文の提出を求められた場合には、その提出に応じます。
また、事前照会者は、他の納税者に対しても税法の適用等について予測可能性を与えるため、事前照会者名、
照会内容及び回答内容が一般に公表されること、公表に関して取引等の関係者の了解を得ること、並びに仮に関
係者間で紛争が起こつた場合には事前照会者の責任において処理することに同意します。

⑦ 事前照会の趣旨 (法令解釈・適用
上の疑義の要約及び事前照会者の
求める見解の内容)

別紙 1-1の とおり

③ 事前照会に係る取引等の事実関
係 (取引等関係者の名称、取引等に
おける権利・義務関係等)

別紙 1-2の とおり

⑨ ③の事実関係に対して事前照会
者の求める見解となることの理由

別紙 1-3の とおり

⑩ 取引等に係る国税の申告期限等 年 月

⑪ 関係する法令条項等

⑫ 添付書類

1 代理人による事前照会の場合は、その委任状
2 チェックシー ト (別紙 1-4)
3 照会の趣旨及びその理由等の照会事項に関係する参考資料

〔 〕

0

③

日
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別紙 1-1

⑦ 事前照会の趣旨 (法令解釈・適用上の疑義の要約及び事前照会者の求める見解の内容)
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別紙 1-2

③ 事前照会に係る取引等の事実関係 (取引等関係者の名称、取引等における権利・義務関係等)

(I)



∪

別紙 1-3

⑨ ③の事実関係に対して事前照会者の求める見解となることの理由 (具体的な根拠となる事例、裁判例、学説及び
既に公表されている弁護士、税理士、公認会計士等の見解を含む。)

(⊃



「取引等に係る税務上の取扱い等に関する事前照会」の記載要領

提出先及び提出部数

事前照会に対する回答を文書により求めようとする方 (以下「事前照会者」といいます。)は、この用紙 (添付書
類を含む。)に必要事項を記載の上、事前照会者の納税地の所轄税務署の担当部署 (法人税については法人課税部門、

所得税については個人課税部門等)に 1部提出してくださいざ
ただし、次の事前照会については、それぞれ次に掲げる担当部署に提出してください。

・国税局調査 (部)課所管法人の法人税及び消費税の事前照会
0 その法人を所管する国税局の調査審理課 (調査管理課、調査課)
・酒税の事前照会

0 その酒類等の製造場等又は酒類の販売場の所在地を所轄する税務署
国税局所管酒類製造場等に関するものは所轄国税局の酒税課 (沖縄国税事務所にあっては間税課)

・間接諸税 (印紙税を除く。)の事前照会
。 その製造場等の所在地を所轄する国税局の消費税課 (沖縄国税事務所にあっては間税課)

2「② 住所・所在地 (納税地)」
事前照会者の納税地である住所又は所在地を記載してください。

また、住所又は所在地と納税地が異なる場合には、上段に住所又は所在地を、下段に納税地をかっこ書きで記載し、

原則として、その事前照会者の納税地を所轄する税務署に提出してください。

なお、審査は、原則として、国税局が行い、国税局審理課長又は酒税課長名で回答します。

「③ 氏名・名称」及び「④ 総代又は法人の代表者」

事前照会者が個人である場合には、③欄に氏名を記載し、押印してください。なお、総代が互選されているとき

には、④欄に総代の住所又は居所及び氏名を記載し、押印してください。

事前照会者が法人や団体である場合には、③欄に名称を、④欄に代表者の住所又は居所及び氏名を記載し、代表者

の印を押してください。

4 「⑤ 代理人」
税理士等の代理人を選任している場合には、その方の住所又は居所及び氏名を記載し、押印してください。

なお、代理人は、税理士法第2条に規定する「税理士業務」を行うことができる方になります。

6「⑦ 事前照会の趣旨」
個別の取引等に係る税務上の取扱い等に関する法令解釈・適用上の疑義を要約して記載するとともに、その疑義に

対する事前照会者の求める見解の内容を必ず記載してください。

また、この欄に書ききれない場合は、適宜、用紙を追加してその内容を記載し、添付してください (記載事項③及

び⑨についても、同様です。)。

「③ 事前照会に係る取引等の事実関係」

照会事項に関係する当事者の名称、取引等における権利・義務関係など、課税関係を判断する上で必要と考えられ

る事実関係を、できる限り具体的に記載してください。

8 「⑨ ③の事実関係に対して事前照会者の求める見解となることの理由」
⑧の事実関係に対して法令の適用又は先例の適用等からなる事前照会者の求める見解となることの理由を、根拠と

なる事例、裁判例、学説、及び既に公表されている弁護士、税理士、公認会計士等の見解の引用も含めて、具体的、

「
ヽ

７

・

5「⑥ 同意事項等」
審査に必要な追加資料の提出や、照会内容・回答内容等の公表に関する同意事項をよくご確認ください。

∪
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かつ、明確に記載してください。

9 「⑩ 取引等に係る国税の申告期限等」
③の取引等に係る国税の申告期限や納期限を記載してください。なお、回答がないことを理由に、これらの期限が

延長されることはありませんので、ご注意ください。

10「① 関係する法令条項等」

⑨の見解となることの理由に関係する法令及び法令解釈通達等の条項等を記載してください。

11「⑫ 添付書類」

事前照会の趣旨及びその理由等の照会事項を説明するに当たり、関係する必要な資料を添付し、その資料の名称を

( )内 に簡単に記載してください。

12 その他留意事項

{1)チェックシー トの記載等

文書による回答の対象は、チェックシー ト記載の一定の要件を満たす事前照会であることが必要であり、事前

照会の内容等によっては、文書による回答の対象とはならないものがありますので、ご注意ください く詳しくは、

税務署の窓口でご相談ください。)。

(2)公表等

本件照会及び回答文書の内容は、回答後 60日 以内に公表することとしていますが、取引等の事情によリー定期

間内 (120日 を超えない期間内)について非公表を求めようとする場合には、その求める期間及びその理由を適宜

の用紙に記載し、添付してください。

〇



別紙 1-4

チ ェ ッ ク シ ー ト

(´ )

(取引等に係る税務上の取扱い等に関する事前照会用 )

このチェックシー トは、「取引等に係る税務上の取扱い等に関する事前照会」を提出するに当たって、

事前照会の内容等が文書による回答の対象であるかどうかを確認していただくための「一般的な事項」

をまとめたものです。

確認が終わりましたら、照会文書と併せて提出してください。

項 目 チェック欄

(1)事前照会者が行 う取引等に係る照会である。 はい。いいえ

12)国税 (関税、とん税及び特別とん税を除く。以下同じ。)に関する法令の解釈・

適用その他税務上の取扱いに関する照会である。
はい 。いいえ

(3)申告期限前 (源泉徴収等の場合は納期限前)の照会である。 はい 。いいえ

④ 仮定の事実関係や複数の選択肢がある事実関係に基づく照会ではない。 はい 。いいえ

(5)実際に行われた又は確実に行われる取引等に係る照会である。 はい 。いいえ

(6)事前照会の申出の際に、審査に必要な資料を提出している。 はい 。いいえ

(7)照会内容の審査に必要な追加的な資料や翻訳文の提出に同意する。 はい 。いいえ

(8)事前照会者名、照会内容及び回答内容が公表されることに同意する。 はい 。いいえ

(9)事前照会者名、照会内容及び回答内容が公表されることについて、取引等の関

係者の了解を得ること、及び仮に取引等の関係者間で紛争が起こった場合には、

事前照会者の責任において処理することに同意する。

はい。いいえ

10 調査等の手続、徴収手続、酒類等の製造免許若しくは酒類の販売業免許又は酒

類行政に関係する照会ではない。
はい 。いいえ

t」 取引等に係る税務上の取扱い等が、法令、法令解釈通達あるいは過去に公表さ

れた質疑事例等において明らかになっていない。
はい 。いいえ

側 個々の財産の評価や取引等価額の算定に関する照会ではない。 はい 。いいえ

〔9 事前照会に係る取引等は、法令等に抵触しない又は抵触のおそれがないもので
ある。

はい 。いいえ

回 事前照会に係る取引等について、関係者間等で紛争中ではない又は紛争のおそ
れがない。

はい 。いいえ

[, 事前照会に係る取引等は、税の軽減を図ることを主要な目的として行われるも
のではない。

はい 。いいえ

〔0 -連の組み合わされた取引等の一部のみの照会ではない。 はい。いいえ

(注)このチェックシー トのすべての項目に該当する場合であっても、審査の結果、文書による回答が

できない場合もあります (詳細につきましては、税務署等の窓口でご相談ください。)。

事 前

照会者

住所又は所在地

氏名 又は名称
ｒ

ト

/  、
、`_ノ



別 紙 2

形 式 審 査 表

○

整 理 番 号

署   部門 作成年月日
局担当者

局 課 作成年月日

事前照会者

氏名 (名称)

確 認
補 正 状 況

署 局

記

載

事

項

1 事前照会者の住所・氏名の記載がある 適・不適

2 押印漏れはない 適・不適 適・不適

3 代理人・総代の委任状等の添付漏れはない 適・不適 適・不適

4 事前照会の趣旨は明らかである 適・不適 適・不適

5 取引等の事実関係は明らかである 適・不適 適・不適

6 求める見解の理由は明らかである 適・不適 適・不適

提出資料の漏れはない 適・不適 適・不適

要

件

事

項

（
０
他の事務運営指針等により、別途処理手
続が定められているものではない

適・不適 適・不適

申告期限前の事前照会である 適・不適 適・不適

10
事前照会者が実際に行 う等の取引等で
ある

適・不適 適・不適

11 調査等の手続に関係するものではない 適・不適 適・不適

12
既に取扱い等が明らかにされているも
のではない

適・不適 適・不適

13
個々の財産の評価等に関するものでは
ない

適・不適 適・不適

14
事務運営指針 1(9)に規定する要件を満
たしている

適・不適

簡

易

補

正

求 め た
方   法

求 め た
年 月 日

求 め た 事 項 担 当 者

面接・電話・文書

面接・電話・文書

面接・電話・文書

そ
の

他
連
絡
事
項

○

署担当者

適・不適



(I)

[形式審査表の記載要領]

1 この形式審査表は、「取引等に係る税務上の取扱い等に関する事前照会」 (以下「照会文書」という。)を受理した
署又は局の照会応答担当者及び局の文書回答担当者が形式審査事務及び補正要求事務を行う際に使用する。

2「記載事項」については照会文書の各記載事項について確認をした結果、「適」若しくは「不適」のいずれかを○で囲む。

3 「記載事項」の「補正状況」欄には、照会文書の各記載事項について補正がされた場合におけるその状況を、例えば、

「〇年0月 0日 文書訂正」又は「〇年○月○日補正書提出」のように記載する。

4 「要件事項」については、各要件事項について、次の要件事項が記載されているかどうかを確認した結果、「適」又は
「不適」のいずれかをOで囲む。

(1)「 8」欄……税法上の承認申請 (措置法 40条事案等)等に係るもの、譲渡所得等の課税の特例に係る事前協議、国

等に対する寄附金の事前確認、独立企業間価格の算定方法等の確認、同業者団体等からの照会に対する文書回答

等、別途事務運営指針等により、別途処理手続が定められているものではないこと。

(2)「 9」欄……申告期限前 (源泉徴収等の場合は納期限前)の事前照会であること。

(3)「 10」 欄……仮定の事実関係や複数の選択肢がある事実関係に基づくものではなく、事前照会者自身により実際

に行われた又は確実に行われる取引等に係る事前照会であること。

0 「11」 欄……調査等の手続、徴収手続及び酒類等の製造免許又は酒類の販売業免許に関係する事前照会でないこ
と。

(5)「 12」欄……取引等に係る税務上の取扱い等が、法令、法令解釈通達あるいは過去の公表された質疑事例等にお

いて明らかになつているものに係る事前照会でないこと。

(6)「 13」欄……個々の財産の評価や取引等価額の算定に関する事前照会でないこと。

{7)「 14」 欄……次のような性質を有するものでないこと。

イ 実地確認や取引等関係者等への照会等による事実関係の認定を必要とするもの

口 国税に関する法令以外の法令等に係る解釈等を必要とするもの

′ヽ 事前照会に係る取引等が、法令等に抵触又は抵触するおそれがあるもの

二 事前照会に係る取引等について、税務調査中・不服申立て中、税務訴訟中であるか、取引等関係者間にお

いて紛争中又は紛争のおそれが極めて高いもの

ホ 同族会社等の行為又は計算の否認等に関わる取引等、通常の経済取引としては不合理ど認められるもの。

へ 税の軽減を主要な目的とするもの

トー連の組み合わされた取引等の一部のみを照会しているもの

チ 事前照会者や事前照会に係る取引等関係者が、租税条約における明確な情報交換協定がない等、我が国の

国税当局による情報収集や事実確認が困難な国や地域の居住者等であるもの

り 上記のほか、本手続による回答が適切でないと認められるもの (例示)

① 文書回答が、税法の適用等についての予測可能性を与えるという本来の目的に反する形で利用される

おそれがある場合

② 他の法令等により決定されるべき前提となる事項が未解決である場合

③ 法令の改正過程にある問題であり、現状における回答が困難である場合

5「簡易補正」欄には、上記 3の記載事項の補正以外に必要に応じて事前照会者に補正等を求めた場合に、その事項を
記載する。

6「その他連絡事項」欄には、署又は局の照会応答担当者が局の文書回答担当者に連絡すべき事項 (例えば、文書回答
を行わないことが適切であると思われる照会で、日頭による回答が可能な照会に対して、日頭による回答を行ってい

るなどの事項)があれば、適宜記載する。

ヽ_ノ



別紙 2

形 式 審 査 表

(~)

整 理 番 号

署担当者
署   部門 作成年月 日

局担当者
局 課 作成年月日

事前照会者

氏名 (名称)

確 認
補 .正  状  況

署 局

記

載

事

項

事前照会者の住所・氏名の記載がある 適・不適 適・不適

2 押印漏れはない 適・不適 適・不適

代理人・総代の委任状等の添付漏れはない 遭・不適

4 事前照会の趣旨は明らかである 適・不適

5 取引等の事実関係は明らかである 適・不適 適・不適

6 求める見解の理由は明らかである 適・不適 適・不適

7 提出資料の漏れはない 適・不適

要

件

事

項

他の事務運営指針等により、別途処理手
続が定められているものではない

適・不適 適・不適

9 申告期限前の事前照会である 適・不適 適・不適

10
事前照会者が実際に行う等の取引等で
ある

適・不適 適・不適

11 調査等の手続に関係するものではない 適・不適 適・不適

12
既に取扱い等が明らかにされているも
のではない

適・不適 適・不適

13
個々の財産の評価等に関するものでは
ない

適・不適 適・不適

14
事務運営指針 1(9)に規定する要件を満
たしている

適・不適

簡

易

補

正

求 め た
方   法

求 め た
年 月 日

求 め た 事 項 担 当 者

面接・電話・文書

面接・電話・文書

面接・電話・文書

そ
の

他
連
絡
事
項

∪

適・不適

ア

　

　

　

　

　

　

一

一　
　
／
　
．

Ｆ
レ

I a.ru

l

壁望L



[形式審査表の記載要領]

この形式審査表は、「取引等に係る税務上の取扱い等に関する事前照会」 (以下「照会文書」という。)を受理した
署又は局の照会応答担当者及び局の文書回答担当者が形式審査事務及び補正要求事務を行う際に使用する。

1

「記載事項」については照会文書の各記載事項について確認をした結果、「適」若しくは「不適」のいずれかを○で囲む。

3 「記載事項」の「補正状況」欄には、照会文書の各記載事項について補正がされた場合におけるその状況を、例えば、
「〇年○月○日文書訂正」又は「〇年○月○日補正書提出」のように記載する。

4「要件事項」については、各要件事項について、次の要件事項が記載されているかどうかを確認した結果、「適」又は
「不適」のいずれかを○で囲む。

(1)「 8」欄……税法上の承認申請 (措置法40条事案等)等に係るもの、譲渡所得等の課税の特例に係る事前協議、国

等に対する寄附金の事前確認、独立企業間価格の算定方法等の確認、同業者団体等からの照会に対する文書回答

等、別途事務運営指針等により、別途処理手続が定められているものではないこと。

② 「9」欄……申告期限前 (源泉徴収等の場合は納期限前)の事前照会であること。
(3)「 10」欄……仮定の事実関係や複数の選択肢がある事実関係に基づくものではなく、事前照会者自身により実際

に行われた又は確実に行われる取引等に係る事前照会であること。

0 「11」欄……調査等の手続、徴収手続及び酒類等の製造免許又は酒類の販売業免許に関係する事前照会でないこ
と。

0 「12」欄……取引等に係る税務上の取扱い等が、法令、法令解釈通達あるいは過去の公表された質疑事例等にお
いて明らかになつているものに係る事前照会でないこと。

16)「 13」欄……個々の財産の評価や取引等価額の算定に関する事前照会でないこと。

0 「14」欄……次のような性質を有するものでないこと。
イ 実地確認や取引等関係者等への照会等による事実関係の認定を必要とするもの

口 国税に関する法令以外の法令等に係る解釈等を必要とするもの

ハ 事前照会に係る取引等が、法令等に抵触又は抵触するおそれがあるもの

二 事前照会に係る取引等について、税務調査中・不服申立て中、税務訴訟中であるか、取引等関係者間にお

いて紛争中又は紛争のおそれが極めて高いもの

ホ 同族会社等の行為又は計算の否認等に関わる取引等、通常の経済取引としては不合理と認められるもの。

へ 税の軽減を主要な目的とするもの

トー連の組み合わされた取引等の一部のみを照会しているもの

チ 事前照会者や事前照会に係る取引等関係者が、租税条約における明確な情報交換協定がない等、我が国の

国税当局による情報収集や事実確認が困難な国や地域の居住者等であるもの

り上記のほか、本手続による回答が適切でないと認められるもの (例示)

① 文書回答が、税法の適用等についての予測可能性を与えるという本来の目的に反する形で利用される
おそれがある場合

② 他の法令等により決定されるべき前提となる事項が未解決である場合
③ 法令の改正過程にある問題であり、現状における国答が困難である場合

5「簡易補正」欄には、上記 3の記載事項の補正以外に必要に応じて事前照会者に補正等を求めた場合に、その事項を
記載する。

「その他連絡事項」欄には、署又は局の照会応答担当者が局の文書回答担当者に連絡すべき事項 (例えば、文書回答

を行わないことが適切であると思われる照会で、日頭による回答が可能な照会に対して、日頭による回答を行ってい

るなどの事項)があれば、適宣記載する。

6
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別紙 3

文書回答等を行 う事前照会の事績整理票

(´ヽ

決
裁
△

議

欄

課   名 課  長

審理課 (審理官)

課

整理番号 課

局 名
担当者

関
係
課

担
当
者

照

会

者

納税者

その他

(照会者名)

(役職等)

照会年月日

審査開始日

【照会事項】

【事実関係】

【照会要旨】

【回答要旨等】

処理年月 日 処理態様 文書回答・非文書回答 (口頭回答=有・無)
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別紙 4

(文

平成

書  番  号)
年  月  日

〒□□□―□□□□

(住所・所在地)

(氏名 。名称 )

殿

国税局

審理課長

について

(平 付照会に対する回答)

(文案の例示)

標題のことについては、ご照会に係る事実関係を前提とする限り、貴見のとおりで差し支えありま

せん。

ただし、次のことを申し添えます。

(1)ご照会にかかる事実関係が異なる場合又は新たな事実が生じた場合は、この回答内容と異なる

課税関係が生ずることがあります。

(2)この回答内容は   国税局としての見解であり、事前照会者の申告内容等を拘束するもので

はありません。
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別紙 5

書 号 )

年  月  日

〒□□□―□□□□

(住所 。所在地)

(氏名 。名称)

国税局

審理課長        ⑩

に・ついて

(平 付照会に対する回答 )

(文案の例示)

標題のことについては、下記の理由から、貴見のとおり取り扱われるとは限りません。

なお、この回答内容は   国税局としての見解であり、事前照会者の申告内容等を拘束するもの

ではないことを申し添えます。

記

(理由)

番〈文

平成

/´ヽ

、ヽ′リ

〇



別紙 6

(文

平成

書  番  号)
年  月  日

/  、

ノヽ

〒□□□―□□□□

(住所 。所在地 )

(氏名 。名称)

殿

国税局

審理課長 ③

について

(平 付照会に対する回答)

(文案の例示)

標題のことについては、ご照会に係る事実関係を前提とする限り、別添資料の回答内容と同様の取

扱いとなります。

ただし、次のことを申し添えます。

(1)ご照会にかかる事実関係が異なる場合又は新たな事実が生じた場合は、この回答内容と異なる

課税関係が生ずることがあります。

(2)こ の回答内容は   国税局としての見解であり、事前照会者の申告内容等を拘束するもので

はありません。
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月1ふ氏7

(文

平成

書  番  号 )
年  月  日

〒□□□一□□□□

(住所 。所在地)

_国 税局

審理課長

文書回答の対象となる事前照会に当たらない旨のお知らせ (通知)

(文案の例示)

事前照会に対する文書回答は、照会者に文書回答を行うとともに、その内容を公表することにより、

同様の取引等を行う他の納税者に対しても国税に関する法令の適用等について予測可能性を与えるも

のとして、一定の要件に該当する事前照会を対象として行うこととしています。

しかしながら、平成  年  月  日に収受しました照会内容は、下記の理由から、文書回答の

対象となる事前照会には当たりませんので、お知らせします。

記

(理由)

ヽ
レ
‘
ヽ

/~ヽ
(  リ

(氏名 。名称 )

殿

/   ヽ

∨



別紙 8

〒□□□一□□□□

(住所 。所在地)

(氏名・名称)

殿

国税局

審理課長 ①

事前照会に対する文書回答の対象とならなくなった旨のお知らせ (通知)

(文案の例示)

事前照会に対する文書回答は、照会者に文書回答を行うとともに、その内容を公表することにより、

同様の取引等を行う他の納税者に対しても国税に関する法令の適用等について予測可能性を与えるも

のとして、一定の要件に該当する申告期限等前の取引等に係る事前照会を対象として行うこととして

います。

しかしながら、平成  年  月  日に収受しました照会内容は、下記の理由から、文書回答の

対象とならなくなりましたので、お知らせします。

記

(理由)
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号

月

番
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書

成

文

平
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(決裁参考)

文書回答手続の改正案の概要

基本的な考え方

(1)文書回答手続は、納税者サービスの一環として、具体的な取引等に係る税法の適用等に関し
て、文書による回答を求める納税者からの申告期限前の照会 (以下「事前照会」という。)に
対して、一定の要件の下、回答を文書で行うとともに、その内容を公表することにより、他の

納税者に対しても税法の適用等に関する予測可能性を与えることを目的としている。

司

`  1

(2)こ れまでの手続の下では、多数の納税者から同様の照会が見込まれるといつた極めて汎用性
の高いもの等の要件に該当する事前照会のみが文書回答の対象とされてきたが、今回の改正に

より、この汎用性の要件を廃止 し、濫用防止の観点等から定めた一定の要件に当たらない限り、

すべての事前照会を原則として申請の対象とする。

その際、個別性の強い事前照会に対する文書回答を行 う場合、より詳細な事実確認が必要と

なることや当該照会者に限定した個別サービスとしての性格が強くなること等から、照会者に

対しては審査に必要となる資料に関し、従来より詳細なものの提出を求めることとする。

なお、他の納税者に対しても税法の適用等に関する予測可能性を与えるという手続の趣旨か

ら、引き続き照会文書及び文書回答の内容は公表するが、その際にはプライバシー保護等につ

いて一層の配慮を行 うこととする。

(3)文書回答に係る照会者については、自ら実際に取引等を行う者 (その代理人を含む)に限定
することとし、文書回答に係る事前照会に対しては、原則として本手続により対応する。ただ

し、照会者が自ら取引等を行わない場合であっても、業界内に共通する取引等で事実認定を要

しないものに関する税務上の一般的取扱いについて、業界団体や中央省庁が事前照会を行う場

合に限り、税務当局としての一般的な見解を文書により示すための手続を別途の事務運営指針

で定めることとする。

(注)なお、こうした業界団体等からの照会については、税務上の取扱いに関する予測可能性
の向上の観点等からみて有用である等、税務当局が適当と考える場合に限り文書回答を行

うこととする。

2 文書回答の対象となる事前照会の範囲
文書回答の対象となる事前照会の範囲については、特定の納税者の個別事情に係るものを除外

する規定を廃止する一方、同様の制度が最も定着している米国の例を参考に、濫用防止等の観点

から、以下の要件を除外要件として新たに加えることとする。

○ 事前照会に係る取引等が、法令等に抵触又は抵触するおそれがあるもの
○ 事前照会に係る取引等と同様の事案について、税務調査中・不服申立て中・税務訴訟中であ
る等、税務上の紛争等が生じているもの

∪



3

〇 事前照会に係る取引等について、取引等関係者間等で紛争中又は紛争のおそれが極めて高い
もの

○ 税の軽減を主要な目的とするもの
○ 一連の組み合わされた取引等の一部のみを照会しているもの
○ 事前照会者や事前照会に係る取引等関係者が、租税条約における明確な情報交換協定がない
等、我が国の国税当局による情報収集や事実確認が困難な国や地域の居住者等 (当該国、地域

に住所又は居所を有する個人及び当該国、地域に本店又は主たる事務所を有する法人をいう。)

であるもの

回答・公表までの手続き等

(1)照会者は、これまでと同様に、原則として照会者 (取引等の当事者)の納税地の所轄税務署
(局所管等の場合は、それぞれの所管部署)の事前照会担当者に対し、税務署備え付けの申請
書類及び以下の資料を所定の様式等により提出の上、申請を行う。

(注)(※)は今回の改正で新たに提出を求めることとしたものである。
○ 法令解釈 。適用上の疑義の要約及びこれに対する事前照会者の求める見解の内容
○ 照会事項に関係する取引等関係者の名称 (すべて実名とする。)、 取引等における権利・義
務関係などの具体的な事実関係

○ 事前照会に係る取引等に関するすべての契約書等の写し等関係書類 (※ )
○ 事前照会に係る事実関係に対して法令の適用又は先例の適用等からなる事前照会者の求
める見解となることの理由 (具体的な根拠となる事例、裁判例、学説、及び既に公表されて

いる弁護士、税理士、公認会計士等の見解を含む。)(※ )

○ 取引等に係る申告期限又は納付期限
○ 関係する法令条項等
○ 審査に必要な資料の提出に事前照会者が同意する旨
○ 事前照会者名、照会内容及び回答内容が公表されること、公表に関して取引等関係者の了
解を得ること、並びに仮に公表について取引等関係者間で紛争が起こった場合には、事前照

会者の責任において処理することについて、事前照会者が同意する旨 (※ )

○ 照会文書のうちに、日本語以外の言語で記述されているものが含まれている場合には、局
審理課又は局酒税課の求めに応じて、照会文書に加え、その内容を網羅的に日本語に翻訳し

た資料 (当該翻訳の責任者名の記述を含む。)を提出することに同意する旨 (※ )
○ 事前照会用チェックシー ト (※ )

(3)文書回答を行 う場合、その照会及び回答の内容については、照会者名以外の取引関係者等に

/~ヽ
(、 リ

＼_/

９

一

(2)照会内容の具体的審査及び回答は国税局審理課 (官)又は酒税課で行うが、税務署等での受
付後であっても審査の結果、前述した要件を満たさないと判明した場合には、文書回答は行わ

ない。また、回答までに要する標準的な期間については、引き続き定めないこととするが、16

年度中の新制度の執行状況等を踏まえ、17年度中に検討の上、結論を出すこととする。

(注)なお、回答がないことを理由に申告期限等の延長がなされることはないことを明記。



関しては伏宇にするなどプライバシー保護等に一層配慮しつつ、引き続き、原則として回答後
60日 以内に国税庁ホームページ等において公表する。なお、事前照会の申請時に、回答等が
公表されることにつき取引関係者等の了解が得られており、仮に後に紛争が生じた場合でも照
会者の責任において処理することについて、照会者から同意を得ることとする。

また、文書回答の内容と申告審理・調査審理における課税処理との統一性を確保するため、
文書回答の写し等が申告事績を管理する部門に必ず回付されることを確保するとともに、調査
において回答内容と異なる処分を行おうとする場合は、局審理課 。主務課と事前協議すること
を明確化する。

4 留意事項
(1)文書回答の回答内容は、あくまで事前照会に係る事実関係を前提にしたものであり、具体的
な事例において異なる事実がある場合等には、回答内容と異なる課税処分がなされることがあ

る。また、回答内容は国税局の見解であり、事前照会者の申告内容を拘束する性質のものでは

ない。こうした文書回答の性質については各々の回答文書に明記することとする。

(2)改正後の手続による取り扱いは、所得税の確定申告期限後の平成 16年 3月 29日 より実施す
る。

０
０
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様式第15号 (起案用紙) 保存期間 :10年 (最終改正後)

受

付

欄

長  官 次  長 総務課審査 合 議 部 課 室 編てつ

番 号

1`鐵ヽ
13.5:26 1

還ン

審 理 室 決 裁 文 書

起案 平成 18年 5月や 日
発送

区分

必親展、親展、書留、小包、

電信、速達、使送、(∈霊)
浄書

決裁 't g. 5. 2 $

摘

要
個 a資 a法 a ttatt a

調 a査 a

照合

記号

番号

課審1-`
課個1-′
課法 1-」 o

課評 1-`
査調 1-/0

課総 2-グ
課資 1マ 0
課酒 1‐や。

課消 ■7メ

発送

文書

区分

告示、訓 伺い

( )

完結

件 名

「事前照会に対する文書回答の事務処理手続等について」の
一部改正について (事務運営指針)

受信者名
各 国 税 局 長

沖縄 国税 事務 所長
発信者名 国 税 庁 長 官

長   官 次   長 総務課長  課長補佐  総務第一係長
嘉 _

審査評価総

LヽD

起案者

斉理総括係長

電話番号
■■■■番

主
管
部
課
室

課 税 部 長 審理室長 課長補佐・訟務専門官・企画専門官
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議
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課

室

審理 1係長

審理 2係長

審理 3係長

審理 4係長

PTチーフ

(関係各課 (室)は別途決裁 )
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様式第15号 (起案用紙 ) 保存期間 :10年 (最終改正後)

:口 .X

付

欄

長 官 次  長 総務課審査
|

合 議 部 課 室 編てつ

番 号

審 理 室 決 裁 文 書

起案 平成 18年 5月  日
発送

区分

必親展、親展、書留、小包、

電信、速達、使送、《置)
浄書

決裁

摘

要
個 a tt a tt a諸 a tt a

調 a査 a

照合

記号

番号

課審 1-
課個 1-
課法 1-
課評 1-
査調 1-

課総 2-
課資 l一

課酒 1-
課消 1-

発送

丈書

区分

告示、訓

(

伺い

)

完結

件 名
「事前照会に対する文書回答の事務処理手続等について」の

一部改正について (事務運営指針)

受信者名
各 国 税 局 長

沖縄 国税 事務 所長
発信者名 国 税 庁 長 官

長 官 次   長 総務課長  課長補佐  総務第一係長

審査評価係長

起案者

審理総括係長

留鶴

主
管
音F
課
室

課 税 部 長 審理室長 課長補佐・訟務専門官・企画専門官

△
ロ

議

部

=口″ド

室

課税総括課長   課長補佐

・ l          . .. .. ・ .… ■           .|| ‐
)・              ・■ |,

課税企画官

|●__ ‐t狩

`,、

係長

鰺鶴
(関係各課 (室)は別途決裁 )

①



様式第15号 (起案用紙) 保存期間 :10年 (最終改正後 )

受

付

欄

長  官 次  長 総務課審査 合 議 部 課 室 編てつ

番 号

童
日
文卜ん

一書つ
決室理審

起案 平成 18年 5月  日 発送

区分

必親展、親展、書留、小包、

電信、速達、使送、c璽)
浄書

決裁

摘

要
個 a tt a tta tt a tt a

調 a tt a

照合

記号

番号

課審 ]一

課個 1-
課法 1-
課評 l一

査調 1-

課総 2-
課資 1-
課酒 1-
課消 1-

発送

文書

区分

告示、訓 伺い

( )

完結

件 名
「事前照会に対する文書回答の事務処理手続等について」の

一部改正について (事務運営指針)

受信者名
各 国 税 局 長

沖縄 国税事務所 長
発信者名 国 税 庁 長 官

長   官 次   長 総務課長  課長補佐  総務第一係長

審査評価係長

起案者

審理総括係長

電話番号

■■■l番

主
管
部
課
室

課 税 部 長 審理室長 課長補佐・訟務専門官・企画専門官

△
ロ

議

部

課

室

個人課税課長   課長補佐

隋
係長

(関係各課 (室)は別途決裁 )

/´
=,~｀
、
V

|



様式第15号 (起案用紙 ) 保存期間 :10年 (最終改正後)

受

付

欄

長  官 次  長 総務課審査 合 議 部 課 室 編てつ

番 号

審 理 室 決 裁 文 書

F´

起案 平成 18年 5月  日 発送

区分

必親展、親展、書留、小包、

電信、速達、使送、建置)
浄書

決裁

摘

要
個 a tt a法 a tta tt a

調 a査 a

照合

課審 1-
課個 1-
課法 1-
課評 1-
査調 1-

課総 2-
課資 1-
課酒 1-
課消 1-

発送

文書

区分

告示、訓

(

イ司い
ヽ
ノ

完結

件 名
「事前照会に対する文書回答の事務処理手続等について」の

一部改正について (事務運営指針)

受信者名
各 国 税 局 長

沖縄 国税 事務所 長
発信者名 国 税 庁 長 官

長   官 次   長 総務課長  課長補佐  総務第一係長

審査評価係長

起案者

審理総括係長

留鵠

主
管
部
課
室

審理室長 課長補佐・訟務専門官・企画専門官

ノヽ

議

部

課

室

資産課税課長   課長補佐

鰊
係長

(関係各課 (室)は別途決裁)

①

記号

番号

課 税 部 長



様式第15号 (起案用紙) 保存期間 :10年 (最終改正後)

受

付

欄

長  官 次  長 総務課審査 合 議 部 課 室 つ
号

ｒヽ編

番

審 理 室 決 裁 文 書

起案 平成 18年 5月  日 発送

区分

必親展、親展、書留、小包、

電信、速達、使送、《置)
浄書

決裁 ♂か.ま .ふま

摘

要
個 att a tta ttatt a

調 a tt a

照合

記号

番号

課審 1-
課個 1-
課法 1-
課評 11-

査調 l一

課総 2-
課資 ]―

課酒 1-
課 ,}辱 1-

発送

文書

区分

告示、訓

(

伺い

)

完結

件 名

「事前照会に対する文書回答の事務処理手続等について」の

一部改正について (事務運営指針)

各 国 税 局 長

沖縄 国′;尭 事務所 長
発信者名 国 税 庁 長 官

長 官 総務課長  課長補佐  総務第一係長

審査評価係長 理総括係長

J豫

主
管
部
課
室

課 税 部 長

ノヽ

議

部

課

室

法人課税課長   課長補佐

:ギ罐顆 :

.ヽ、量豪筆ノ
、`れイ ,デトヽ.1..::.:.::ヽ :‐ ::‐

》́‐
.:

_::|■|‐
‐‐
・

、ア||:・
‐■・

係長

(関係各課 (室)は別途決裁 )

1藁||``ポ糧てモ
´
献餡

:::|||:|:||:|‐

||:||||||:|1111ittl檄

OD

受信者名

次   長 起案者

審理室長 課長補佐・訟務専門官・企画専門官

軋鬱 麟雖
魃之  卜"プ

l.=■t.■

'′
●,マ||.‐・,“
・■1■ 11,|:|:「



様式第15号 (起案用紙 ) 保存期間 :10年 (最終改正後 )

受

付

欄

長  官 次  長 総務課審査 編てつ

番 号

審 理 室 決 裁 文 書

起案 平成 18年 5月  日 発送

区分

必親展、親展、書留、小包、

電信、速達、使送、く理)
浄書

決裁

摘

要
個 a tt a法 a tt a酒 a

調 a査 a

照合

記号

番号

課審 1-
課個 1-
課法 1-
課評 1-
査調 1-

課総 2-
謀資 1-
課酒 1‐―

課消 1-

文書

区分

告示、訓

(

伺い

)

′L結

件 名
「事前照会に対する文書回答の事務処理手続等について」の

一部改IEについて (事務運営指針)

受信者名
各 国 税 局 長

沖 縄 国税 事務 所長
国 税 庁 長 官

長   官 次   長 総務課長  課長補佐  総務第一係長

審査評価係長

起案者

審理総括係長

`:‐
 . :

・
、`^■■

層鶴

主
管
予
'「課
室

課 税 部 長 審理室長 課長補佐・訟務専門官・企画専門官

ノヽ
ロ

議

部

課

室

酒税課長    課長補佐 ィ接玖

隋 ■翻
=・
 導護|

(関係各課 (室)は別途決裁 )

合 議 部 課 室

①

発送

発信者名

/機電

、ヽ壁澤♂

語覆歌
1.,.基● |́● I
ヽ 1轟.“′ ′

は鼈
.｀篤`=・
m●′諄



保存期間 :10年 (最終改正後 )

受

付

欄

長  官 次  長 総務課審査 編てつ

番 号

審 理 室 決 裁 文 書

起案 平成 18年 5月  日
発送

区分

必親展、親展、書留、小包、

電信、速達、使送、C壺)
浄書

決裁

摘

要
個 a tta tta tta tt a

調 a査 a

照合

記号

番号

課審 1-
課個 1-
課法 1-
課評 1-
査調 1-

課総 2-
課資 1-
課酒 1-
課消 1-

発送

文書

区分

告示、訓

(

伺い

)

完結

件 名

「事前照会に対する文書回答の事務処理手続等について」の

一部改正について (事務運営指針)

受信者名
各 国 税 局 長

沖縄 国税事務 所長
発信者名 国 税 庁 長 官

長   官 次   長 総務課長  課長補佐  総務第一係長

審査評価係長

起案者

審理総括係長

:‐
■
・ ‐ヽ

J鶴

課 税 部 長 審理室長 課長補佐・訟務専門官・企画専門官

ノヽ
ロ

議

部

課

室

資産評価企画官  企画官補佐   ´窮 爾 Z

`m.浴
鷺`揚

係長

.|.、
f゛

:_■ _.

|=●:「

(関係各課 (室)は別途決裁)

様式第15号 (起案用紙 )

合 議 部 課 室

①

主
管
部
課
室

メギ=、  薔:ダメ'm
釉プ  釉]・

′■::■■、

ヽ t́__●  :
｀
● 1' 鶉



様式第15号 (起案用紙) 保存期間 :10年 (最終改正後)

受

付

欄

長  官 次  長 総務課審査 合 議 部 課 室 編てつ

番 号

審 理 室 決 裁 文 書

起案
発送

区分

必親展、親展、書留、小包、

電信、速達、使送、c聾)
浄書

決裁

摘

要
個 a tt a tta tt a tt a

調 a査 a

照合

記号

番号

課審 1-
課個 1-
課法 1-
課評 1=
査調 1-

課総 2-
課資 1-
課酒 1-
課消 1-

発送

文書

区分

告示、訓
.(

イ司い

)

完結

件 名
「事前照会に対する文書回答の事務処理手続等について」の

一部改正について (事務運営指針)

受信者名
各 国 税 局 長

沖縄 国税 事務所長
発信者名 国 税 庁 長 官

長   官 次   長 総務課長  課長補佐  総務第一係長

審査評価係長

起案者

審理総括係長

J鶴

主
管
部
課
室

課 税 部 長 審理室長 課長補佐・訟務専門官・企画専門官

合

議

部

課

室

消費税室長   課長補佐 企画専門官

骰
係 長

|  ・・11■'`    
‐・
.

(関係各課 (室)は別途決裁 )

平成 18年 5月 。日

①

/鰊ヽ

V

′ヽ:L



様式第15号 (起案用紙) 保存期間 :10年 (最終改正後)

受

付

欄

長  官 次  長 総務課審査 合 議 部 課 室 編てつ

番 号

審 理 室 決 裁 文 書

起案 平成 18年 5月  日 発送

区分

必親展、親展、書留、小包、

電信、速達、使送、く垂)
浄書

決裁

摘

要
個 a tt a tt a諸 a tt a

調 a査 a

照合

記号

番号

課審 1-
課個 1-
課法 1-
課評 1-
査調 1-

課総 2-
課資 1-
課酒 1-
課消 1-

発送

文書

区分

告示、ヨ

(

伺い

)

完結

件  名
「事前照会に対する文書回答の事務処理手続等について」の

一部改正について (事務運営指針)

受信者名
各 国 税 局 長

沖縄 国税 事務所長
発信者名 国 税 庁 長 官

長   官 次   長 総務課長  課長補佐  総務第一係長

審査評価係長

起案者

審理総括係長

J鶴

主
管
音「
課
室

課 税 部 長 審理室長 課長補佐・訟務専門官。企画専門官

△
ロ

議

部

課

室

調査課長 課長補佐・ず:1.

主査

係長

(関係各課 (室)は別途決裁 )

CD



い

文書回答手続は、納税者サービスの一環として、具体的な取引等に係る税法の適用等に関して、

文書による回答を求める納税者からの申告期限前の照会 (以下「事前照会」という。)に対して、
一定の要件の下、回答を文書で行うとともに、その内容を公表することにより、他の納税者に対し

ても税法の適用等に関する予測可能性を与えることを目的として実施している。

今回、この文書回答手続について、事務処理の適正化及び納税者利便の一層の向上の観点から、

照会文書が受付窓口に到達した日から原則 3か月以内に行うよう努めることとし、所要の整備を行

い、現行の事務運営指針を別案のとおり改正することとしたい。

(注)なお、「同業者団体等からの照会に対する文書回答の事務処理手続等について」の一部改正

について (事務運営指針)については、本事務運営指針の改正と同時に発遣することを予定し

ている。

伺

〇

ヽ
　

　

・

／
ｔ
■



①

配

付

要

領

個 資 法 諸 酒 管 査

a a a a a

課審 1-ι

課総 2-/
課個1-/ノ

課資 1-′゛

課法 1-ごο

課酒 1-30

課評 1-6

課消1-′′
査調 1-′ο

平成18年 5月ジ希

国 税 局 長

沖縄 国税事 務 所 長
殿

国 税
(7'7

「事前照会に対する文書回答の事務処理手続等について」 .
の一部改正について (事務運営指針)

標題のことについては、平成14年 6月 28日 付課審 1-14ほか 8課共同「事前照会に対する文

書回答の事務処理手続等について」 (事務運営指針)の一部を下記のとおり改正したから、平

成18年 7月 1日 以後に受け付けた事前照会に対する文書回答手続等については、これにより適

切に実施されたい。

(趣旨)

事前照会に対する文書回答の事務処理の適正化及び納税者利便の一層の向上の観点から、所

要の整備を行うものである。

1 別添 1「新旧対照表」の 「改正前」欄に掲げる部分を「改正後」欄のように改める。
2 別添 2の別紙 3付表を追加する。.

官

，
長
』

庁

方

徴 調総

a

/~ヽ
、、 .r

記

O



新 旧 対 照 表

(注)ア ンダーラインを付した部分は、改正部分である。

改 正 後 改 正 日il

標題のことについて、下記のとおり定めたから、平成 14年 7月 10日 以降

は、これにより適切に実施されたい。

なお、平成 13年 6月 22日 付課総 1-19ほか8課共同「事前照会に対する

文書回答の実施について (事務運営指針)」 は、平成 14年 7月 9日 をもって

廃止する。

(趣旨)

事前照会に対する文書回答は、納税者サービスの一環として、個別の取引、

事実等 (以下「取引等」という。)に係る税務上の取扱い等に関する事前照会

に対する回答を文書により行うとともに、その内容を公表することにより、

同様の取引等を行う他の納税者に対しても国税 (関税、とん税及び特別とん

税を除く。以下同じ。)に関する法令の適用等について予測可能性を与えるこ

とを目的として実施している。

今般、東京国税局及び大阪国税局の課税第一部に審理課、その他の国税局

の課税 (第一)部に審理官が設置されることに伴い、平成 14事務年度以後の

事前照会に対する文書回答に係る事務処理手続等を定めたものである。

1 文書回答を行う対象となる事前照会の範囲
文書回答の趣旨を踏まえ、次の要件のすべてを満たす事前照会に対して、

事前照会に対する文書回答の事務処理手続等について (事務運営指針 )

標題のことについて、下記のとおり定めたから、平成 14年 7月 10日 以降

は、これにより適切に実施されたい。

なお、平成 13年 6月 22日 付課総 1-19ほか8課共同「事前照会に対する
文書回答の実施について (事務運営指針)」 は、平成 14年 7月 9日 をもって

廃止する。

(趣旨)

事前照会に対する文書回答は、納税者サービスの一環として、個別の取引、

事実等 (以下「取引等」という。)に係る税務上の取扱い等に関する事前照会

に対する回答を文書により行うとともに、その内容を公表することにより、

同様の取引等を行う他の納税者に対しても国税 (関税、とん税及び特別とん

税を除く。以下同じ。)に関する法令の適用等について予測可能性を与えるこ

とを目的として実施している。

今般、東京国税局及び大阪国税局の課税第一部に審理課、その他の国税局

の課税 (第一)部に審理官が設置されることに伴い、平成 14事務年度以後の

事前照会に対する文書回答に係る事務処理手続等を定めたものである。

記

1 文書回答を行う対象となる事前照会の範囲
文書回答の趣旨を踏まえ、次の要件のすべてを満たす事前照会に対して、

事前照会に対する文書回答の事務処理手続等について (事務運営指針)

(別添¬)

リヽ⊂

記



/~｀、

ヽヽ ´´

事前照会者の求める見解への回答を文書により行うこととする。

ただし、国税に関する法令に定める承認申請等に係るもの、譲渡所得等

の課税の特例に係る事前協議、国等に対する寄附金の事前確認、独立企業

間価格の算定方法等の確認、同業者団体等からの照会に対する文書回答な

ど、それぞれの趣旨。目的に基づいて別途事務運営指針等により手続が定

められているものについては、当該事務運営指針等によることに留意する。

(1)事前照会者が行う取引等に係る国税に関する法令の解釈・適用その他

税務上の取扱いに関する事前照会であること

(2)申告期限前 (源泉徴収等の場合は納期限前)の事前照会であること

(3)仮定の事実関係や複数の選択肢がある事実関係に基づくものではな

く、実際に行われた又は確実に行われる取引等に係る事前照会であるこ

と

(4)事前照会者が、事前照会の申出の際に、後記 3(2)のイからチまでの事

項を記載した書面並びにり及びヌの書類を提出するとともに、照会内容

の審査の際に、審査に必要な追加的な資料の提出に応じること

(5)事前照会者名、照会内容及び回答内容が公表されること、公表に関し

て取引等関係者の了解を得ること、並びに仮に公表について取引等関係

者間で紛争が起こった場合には、事前照会者の責任において処理するこ

とについて、事前照会者が同意していること

(6)調査等の手続、徴収手続、酒類等の製造免許若しくは酒類の販売業免

許又は酒類行政に関係する事前照会でないこと

(7)取引等に係る税務上の取扱い等が、法令、法令解釈通達あるいは過去

に公表された質疑事例等において明らかになっているものに係る事前照

会でないこと

(8)個々の財産の評価や取引等価額の算定に関する事前照会でないこと

(9)以上のほか、事前照会の内容が次に掲げるような性質を有しないもの

であること

イ 実地確認や取引等関係者等への照会等による事実関係の認定を必要
とするもの

事前照会者の求める見解への回答を文書により行うこととする。

ただし、国税に関する法令に定める承認申請等に係るもの、譲渡所得等

の課税の特例に係る事前協議、国等に対する寄附金の事前確認、独立企業

間価格の算定方法等の確認、同業者団体等からの照会に対する文書回答な

ど、それぞれの趣旨・目的に基づいて別途事務運営指針等により手続が定

められているものについては、当該事務運営指針等によることに留意する。

(1)事前照会者が行う取引等に係る国税に関する法令の解釈・適用その他

税務上の取扱いに関する事前照会であること

(2)申告期限前 (源泉徴収等の場合は納期限前)の事前照会であること

(3)仮定の事実関係や複数の選択肢がある事実関係に基づくものではな

く、実際に行われた又は確実に行われる取引等に係る事前照会であるこ

と                              ‐

(4)事前照会者が、事前照会の申出の際に、後記 3(2)のイからチまでの事

項を記載した書面並びにり及びヌの書類を提出するとともに、照会内容

の審査の際に、審査に必要な追加的な資料の提出に応じること

(5)事前照会者名、照会内容及び回答内容が公表されること、公表に関し

て取引等関係者の了解を得ることく並びに仮に公表について取引等関係

者間で紛争が起こった場合には、事前照会者の責任において処理するこ

とについて、事前照会者が同意していること

(6)調査等の手続、徴収手続
′
、酒類等の製造免許若しくは酒類の販売業免

許又は酒類行政に関係する事前照会でないこと

(7)取引等に係る税務上の取扱い等が、法令、法令解釈通達あるいは過去

に公表された質疑事例等において明らかになつているものに係る事前照

会でないこと

(8)個々の財産の評価や取引等価額の算定に関する事前照会でないこと

(9)以上のほか、事前照会の内容が次に掲げるような性質を有しないもの

であること

イ 実地確認や取引等関係者等への照会等による事実関係の認定を必要
とするもの

，
コ
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国税に関する法令以外の法令等に係る解釈等を必要とするもの

事前照会に係る取引等が、法令等に抵触し、又は抵触するおそれが

あるもの

事前照会に係る取引等と同様の事案について、税務調査中・不服申

立て中。税務訴訟中である等、税務上の紛争等が生じているもの

事前照会に係る取引等について、取引等関係者間で紛争中又は紛争

のおそれが極めて高いもの

同族会社等の行為又は計算の否認等に関わる取引等、通常の経済取

引としては不合理と認められるもの

税の軽減を主要な目的とするもの

一連の組み合わされた取引等の一部のみを照会しているもの

事前照会者や事前照会に係る取引等関係者が、租税条約における明

確な情報交換協定がない等、我が国の国税当局による情報収集や事実

確認が困難な国や地域の居住者等 (当該国、地域に住所又は居所を有

する個人及び当該国、地域に本店又は主たる事務所を有する法人をい

う。)であるもの

上記イからりまでのほか、本手続による文書回答が適切でないと認

められるもの

(例示)

① 回答内容が歪曲して宣伝される等、文書回答が、国税に関する法
令の適用等についての予測可能性を与えるという本来の目的に反す

る形で利用されるおそれがある場合

② 事前照会の前提となる国税に関する法令以外の法令等により決定
されるべき事項が未解決である場合

③ 法令の改正過程にあるものであり、現状における文書回答が困難
である場合

2 事務処理体制の概要
事前照会に対する文書回答に係る事務処理体制の概要については、次の
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国税に関する法令以外の法令等に係る解釈等を必要とするもの

事前照会に係る取引等が、法令等に抵触し、又は抵触するおそれが

あるもの

事前照会に係る取引等と同様の事案について、税務調査中・不服申

立て中。税務訴訟中である等、税務上の紛争等が生じているもの

事前照会に係る取引等について、取引等関係者間で紛争中又は紛争

のおそれが極めて高いもの

同族会社等の行為又は計算の否認等に関わる取引等、通常の経済取

引としては不合理と認められるもの

税の軽減を主要な目的とするもの

一連の組み合わされた取引等の一部のみを照会しているもの

事前照会者や事前照会に係る取引等関係者が、租税条約における明

確な情報交換協定がない等、我が国の国税当局による情報収集や事実

確認が困難な国や地域の居住者等 (当該国、地域に住所又は居所を有

する個人及び当該国、地域に本店又は主たる事務所を有する法人をい

う。)であるもの
上記イからりまでのほか、本手続による文書回答が適切でないと認

められるもの

(例示)

① 回答内容が歪由して宣伝される等、文書回答が、国税に関する法
令の適用等についての予測可能性を与えるという本来の目的に反す
.る
形で利用されるおそれがある場合

② 事前照会の前提となる国税に関する法令以外の法令等により決定
されるべき事項が未解決である場合

③ 法令の改正過程にあるものであり、現状における文書回答が困難
である場合
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2 事務処理体制の概要
事前照会に対する文書回答に係る事務処理体制の概要については、次の
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とおりとする。                           |
|

(1)照会文書の受付窓口                       |
事前照会は、原則として、事前照会者の照会内容に係る税目の納税地

|

の所轄税務署 (以下「署」という。)において受け付ける。      |
ただし、次に掲げる事前照会は、それぞれ次に定める署又は国税局 (沖 |

縄国税事務所を含む。以下「局」という。)の部署において受け付ける。
イ 調査課所管法人の法人税及び消費税の事前照会
当該法人を所管する局の調査管理課 (関東信越、東京、名古屋及び

大阪国税局にあつては調査審理課、沖縄国税事務所にあっては調査課

をいう。以下同じ。)

口 酒税の事前照会
その酒類等の製造場等又は酒類の販売場の所在地の所轄署。ただし、

その酒類の製造場等が局所管酒類製造場等である場合は、当該製造場

等の所在地の所轄局の酒税課 (沖縄国税事務所にあつては間税課をい

う。以下同じ。)

ハ 間接諸税 (印紙税を除く。)の事前照会
その製造場等の所在地の所轄局の消費税課 (沖縄国税事務所にあつ

ては間税課をいう。以下同じ。)

(2)局における審査事務の体制

署又は局の部署で受け付けた事前照会は、局の審理課 (審理課が設置

されていない局にあっては審理官、沖縄国税事務所にあつては課税総括

課をいう。以下同じ。)で審査を担当するが、この場合、局の課税総括課、

個人課税課、資産課税課、資産評価官、法人課税課、消費税課及び調査

管理課 (以下「主務課等」という。)と必要に応じて協議を行うこととす
｀
る。                                |
ただし、酒税に関する審査等は、局の酒税課において行う。

(3)庁への上申又は進達

局は、2(2)の事前照会のうち重要な先例となるような事案については

国税庁 (以下「庁」という。)の審理室又は酒税課へ上申するほか、当該

とおりとする。

(1)照会文書の受付窓口

事前照会は、原則として、事前照会者の照会内容に係る税目の納税地

の所轄税務署 (以下「署」という。)において受け付ける。
ただし、次に掲げる事前照会は、それぞれ次に定める署又は国税局 (沖

縄国税事務所を含む。以下「局」という。)の部署において受け付ける。
イ 調査課所管法人の法人税及び消費税の事前照会
当該法人を所管する局の調査管理課 (関東信越、東京、名古屋及び

大阪国税局にあつては調査審理課、沖縄国税事務所にあつては調査課

をいう。以下同じ。)

口 酒税の事前照会
その酒類等の製造場等又は酒類の販売場の所在地の所轄署。ただし、

その酒類の製造場等が局所管酒類製造場等である場合は、当該製造場

等の所在地の所轄局の酒税課 (沖縄国税事務所にあつては間税課をい

う。以下同じ。)

ハ 間接諸税 (印紙税を除く。)の事前照会
その製造場等の所在地の所轄局の消費税課 (沖縄国税事務所にあつ

ては間税課をいう。以下同じ。)

(2)局における審査事務の体制

署又は局の部署で受け付けた事前照会は、局の審理課 (審理課が設置

されていない局にあつては審理官、沖縄国税事務所にあつては課税総括

課をいう。以下同じ。)で審査を担当するが、この場合、局の課税総括課、

個人課税課、資産課税課、資産評価官t法人課税課、消費税課及び調査
管理課 (以下「主務課等」という。)と必要に応じて協議を行うこととす

る。

ただし、酒税に関する審査等は、局の酒税課において行う。

(3)庁への上申又は進達

局は、2(2)の事前照会のうち重要な先例となるような事案については

国税庁 (以下「庁」という。)の審理室又は酒税課へ上申するほか、当該

4
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事案のうち庁において審査すべきと判断されるものについては庁へ進達

する。

(注)1 重要な先例となる事案とは、例えば、次のようなものをいう。
イ 新たに創設された税制に関連した取引等に関する照会で、そ
の取扱いが明らかにされていないもの

口 新たな金融商品に関する課税関係の照会で、多数の法律関係
が絡む等のため、局における判断が困難と認められるもの

2 庁において審査すべきものとは、例えば、その内容が全国的に
波及し、解釈や取扱いを統一する必要のあるものをいう。

事案のうち庁において審査すべきと判断されるものについては庁へ進達

する。

(注)1 重要な先例となる事案とは、例えば、次のようなものをいう。
イ 新たに創設された税制に関連した取引等に関する照会で、そ
の取扱いが明らかにされていないもの

口 新たな金融商品に関する課税関係の照会で、多数の法律関係
が絡む等のため、局における判断が困難と認められるもの

2 庁において審査すべきものとは、例えば、その内容が全国的に
波及し、解釈や取扱いを統一する必要のあるものをいう。

3 事前照会時の対応及び提出書類等
国税に関する法令の適用等に関して、事前照会者から文書による回答を

求める照会があった場合には、次のように対応する。

(1)照会応答担当者 (2(1)の署又は局の部署において、照会事項に対する

応答事務を担当する者として、局の主務課等 (酒税課を含む。)が指定し

た者をいう。以下同じ。)は、事前照会者に対して、本手続の趣旨・要件

等を適切に説明する。

(注)事前照会者の納税地の所轄署 (局 )以外の署 (局 )(以下「所轄外
部署」という。)に対して事前照会があった場合には、所轄外部署の

照会応答担当者は、事前照会者に対して、事前照会の窓口は 2(1)

に定める部署である旨説明するとともに、事前照会があった旨等を

同部署に対して速やかに連絡する。

(2)照
′
会応答担当者は、照会内容が明らかに 1に掲げる要件を満たしてい

ないと判断される場合を除き、次のイからチまでの事項を記載した書面

並びにり及びヌの書類 (「次のイからチまでの事項を記載した書面」につ

いては別紙 1の様式参照。以下、照会事項に関係する参考資料を含めて
「照会文書」という。)を提出することにより本手続に基づく事前照会が

できる旨及び審査の結果次第では、今後、文書回答を行わないこととな

る可能性がある旨を、事前照会者に対して説明する。

Ｆ
Ｄ

3 事前照会時の対応及び提出書類等
国税に関する法令の適用等に関して、事前照会者から文書による回答を

求める照会があった場合には、次のように対応する。

(1)照会応答担当者 (2(1)の署又は局の部署において、照会事項に対する

応答事務を担当する者として、局の主務課等 (酒税課を含む。)が指定し

た者をいう。以下同じ。)は、事前照会者に対して、本手続の趣旨・要件

等を適切に説明する。

(注)事前照会者の納税地の所轄署 (局)以外の署 (局 )(以下「所轄外
部署」という。)に対して事前照会があった場合には、所轄外部署の

照会応答担当者は、事前照会者に対して、事前照会の窓日は 2(1)

に定める部署である旨説明するとともに、事前照会があった旨等を

同部署に対して速やかに連絡する3

(2)照会応答担当者は、照会内容が明らかに 1に掲げる要件を満たしてい

ないと判断される場合を除き、次のイからチまでの事項を記載した書面

並びにり及びヌの書類 (「次のイからチまでの事項を記載した書面」につ

いては別紙 1の様式参照。以下、照会事項に関係する参考資料を含めて

「照会文書」という。)を提出することにより本手続に基づく事前照会が

できる旨及び審査の結果次第では、今後、文書回答を行わないこととな

る可能性がある旨を、事前照会者に対して説明する。
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(注)照 会内容が明らかに 1に掲げる要件を満たしていないと判断され
る場合にあつては、本手続の趣旨・要件等に照らし文書回答は行わ

ない旨説明する。

イ 法令解釈 。適用上の疑義の要約及びこれに対する事前照会者の求め
る見解の内容

口 照会事項に関係する取引等関係者の名称・(すべて実名とする。)、 取
引等における権利・義務関係などの具体的な事実関係

ハ 3(2)口 の事実関係に対して法令の適用又は先例の適用等からなる

事前照会者の求める見解となることの理由 (具体的な根拠となる事例、

裁判例、学説及び既に公表されている弁護士、税理士、公認会計士等

の見解を含む。)

二 取引等に係る申告期限又は納期限
ホ 関係する法令条項等
へ 審査に必要な資料の提出に事前照会者が同意する旨
卜 事前照会者名、照会内容及び回答内容が公表されること、公表に関
して取引等関係者の了解を得ること、並びに仮に公表について取引等

関係者間で紛争が起こった場合には、事前照会者の責任において処理

することについて、事前照会者が同意する旨

チ 照会文書のうちに、日本語以外の言語で記述されているものが含ま
れている場合には、局の審理課又は酒税課の求めに応じて、照会文書
・に加え、その内容を網羅的に日、本語に翻訳した資料 (当該翻訳の責任

者名の記述を含む。)を提出することに事前照会者が同意する旨

り 事前照会に係る取引等に関するすべての契約書Д≦塵難査二2gこと鳳

ねねゑ資盪等の写し等関係書類

ヌ チェックシート (取引等に係る税務上の取扱い等に関する事前照会
用)(別紙1-4の様式参照)

4 受理時の形式審査事務等
(1)形式審査事務及び補正要求事務

(注)照 会内容が明らかに 1に掲げる要件を満たしていないと判断され
る場合にあつては、本手続の趣旨・要件等に照らし文書回答は行わ

ない旨説明する。

イ 法令解釈・適用上の疑義の要約及びこれに対する事前照会者の求め
る見解の内容

口 照会事項に関係する取引等関係者の名称 (すべて実名とする。)、 取
引等における権利・義務関係などの具体的な事実関係

ハ 3(2)口 の事実関係に対して法令の適用又は先例の適用等からなる

事前照会者の求める見解となることの理由 (具体的な根拠となる事例、

裁判例、学説及び既に公表されている弁護士、税理士、公認会計士等

の見解を含む。)

二 取引等に係る申告期限又は納期限
ホ 関係する法令条項等
へ 審査に必要な資料の提出に事前照会者が同意する旨
卜 事前照会者名、照会内容及び回答内容が公表されること、公表に関
して取引等関係者の了解を得ること、並びに仮に公表について取引等

関係者間で紛争が起こった場合には、事前照会者の責任において処理

することについて、事前照会者が同意する旨

チ 照会文書のうちに、日本語以外の言語で記述されているものが含ま
れている場合には、局の審理課又は酒税課の求めに応じて、照会文書

に加え、その内容を網羅的に日本語に翻訳した資料 (当該翻訳の責任

者名の記述を含む。)を提出することに事前照会者が同意する旨
り 事前照会に係る取引等に関するすべての契約書等の写し等関係書類

ヌ チェックシー ト (取引等に係る税務上の取扱い等に関する事前照会
用)(別紙 1-4の様式参照)

4 受理時の形式審査事務等
(1)形式審査事務及び補正要求事務

ハ
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イ 照会応答担当者は、照会文書を受理した場合には、形式審査表 (別
紙 2の様式参照)により、当該照会文書に3(2)イ からチまでの事項の

記載があること並びにり及びヌの書類の提出があることを確認し、そ

の記載事項に不明な点があるとき又は必要な参考資料が不足している

.と きには、事前照会者に対して記載事項の補正又は参考資料の提出等

を速やかに求めるとともに、当該照会文書に基づき所要事項を一般事

務整理簿に記載する。

また、照会応答担当者は、事前照会者に対して、次の事項を確実に

伝える。

(イ)審査の状況等によつては、文書回答を行う前に申告期限等が到来

する場合が生じるが、この場合には、実際に提出された申告に基づ

き事実関係等を審理する必要があるため、事前照会に対する文書回

答は行わない旨

(口)事前照会に対する文書回答がないことを理由に申告期限や納期限
が延長されることはない旨

(ハ)事前照会に対する文書回答については、不服申立ての対象とはな

らない旨

(注)事 前照会者から所轄外部署に照会文書の提出があった場合に
はご所轄外部署から所轄署 (局)へ当該照会文書を速やかに移
送し、所轄署 (局)において処理するとともに、移送を行った

旨を事前照会者に対して伝える。

口 照会応答担当者は、当該照会文書に係る事前照会が 1(1)か ら(8)ま
でに掲げる要件を満たすものであるか否かを可能な限り確認し、文書

回答の対象とならない事前照会に当たると考えられる場合には、事前

照会者に対して、文書回答の趣旨や範囲等を説明した上で、今後、文

書回答を行わないこととなる可能性がある旨を伝えるなど適切に対応

する。

(注)文 書回答を行わない場合であっても、日頭による回答が可能な
事前照会については、内容を審査して、日頭による回答を行うこ

イ 照会応答担当者は、照会文書を受理した場合には、形式審査表 (別
紙 2の様式参照)により、当該照会文書に3(2)イ からチまでの事項の

記載があること並びにり及びヌの書類の提出があることを確認し、そ

の記載事項に不明な点があるとき又は必要な参考資料が不足している

ときには、事前照会者に対して記載事項の補正又は参考資料の提出等

を速やかに求めるとともに、当該照会文書に基づき所要事項を一般事

務整理簿に記載する。

また、照会応答担当者は、事前照会者に対して、次の事項を確実に

伝える。

(イ)審査の状況等によつては、文書回答を行う前に申告期限等が到来
する場合が生じるが、この場合には、実際に提出された申告に基づ

き事実関係等を審理する必要があるため、事前照会に対する文書回

答は行わない旨

(口)事前照会に対する文書回答がないことを理由に申告期限や納期限
が延長されることはない旨

(ハ)事前照会に対する文書回答については、不服申立ての対象とはな
らない旨

(注)事前照会者から所轄外部署に照会文書の提出があった場合に
は、所轄外部署から所轄署 (局)へ当該照会文書を速やかに移
送し、所轄署 (局)において処理するとともに、移送を行った

旨を事前照会者に対して伝える。

口 照会応答担当者は、当該照会文書に係る事前照会が 1(1)か ら(8)ま
でに掲げる要件を満たすものであるか否かを可能な限り確認し、文書

回答の対象とならない事前照会に当たると考えられる場合には、事前

照会者に対して、文書回答の趣旨や範囲等を説明した上で、今後、文

書回答を行わないこととなる可能性がある旨を伝えるなど適切に対応

する。

(注)文 書回答を行わない場合であっても、日頭による回答が可能な
事前照会については、内容を審査して、口頭による回答を行うこ
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とに配意する。

(2)取下書処理事務

事前照会者から、事前照会に係る取引等の中止や前提となる事実関係

の変更等により、当該照会文書を取り下げたい旨の申出があった場合に

は、照会応答担当者は、取下書 (任意様式。以下同じ。)の提出を求める。

照会応答担当者は、取下書を受理した場合には、その処理のてん末を一

般事務整理簿に記載し、当該取下書に係る照会文書とともに、日付順又

は項目別に編てつし、事前照会関係書類として保存する。

(3)局審理課等への進達事務等

照会応答担当者は、受理した照会文書 (取下書の提出があったものを

除く。)を、受理後 1週間以内を目途に、形式審査表の写しを添付した上

で、局の審理課又は酒税課へ進達又は回付する。

(注)局 への進達後に、事前照会者から署に対して取下書の提出があっ
た場合には、局に対し、取下書の原本を速やかに回付する。

5 局における審査事務等
(1)形式審査事務及び補正要求事務

局の審理課又は酒税課の文書回答担当者 (照会文書に係る審査事務及

び文書回答事務を担当する者をいう。以下同じ。)は、進達又は回付され

た照会文書が文書回答の要件等 (1(9)に掲げる要件を含む。)を満たす

ものであるか否かを、4(1)に準じて改めて審査を行う。

形式審査の結果、当該事前照会が文書回答の対象とならない事前照会

に該当する場合には、その理由を記載した「文書回答の対象となる事前

照会に当たらない旨のお知らせ」(別紙 7の様式参照)を作成し、事前照

会者に対して送付する。

なお、実質審査を要するものについては、必要に応じて、関係する主

務課等へ照会文書の写しを交付する。

(2)実質審査事務

イ 実質審査の担当

とに配意する。

(2)取下書処理事務

事前照会者から、事前照会に係る取引等の中止や前提となる事実関係

の変更等により、当該照会文書を取り下げたい旨の申出があった場合に

は、照会応答担当者は、取下書 (任意様式。以下同じ。)の提出を求める。

照会応答担当者は、取下書を受理した場合には、その処理のてん末を一

般事務整理簿に記載し、当該取下書に係る照会文書とともに、日付順又

は項目別に編てつし、事前照会関係書類として保存する。

(3)局審理課等への進達事務等

照会応答担当者は、受理した照会文書 (取下書の提出があったものを

除く。)を、受理後 1週間以内を目途だ、形式審査表の写しを添付した上

で、局の審理課又は酒税課へ進達又は回付する。

(注)局への進達後に、事前照会者から署に対して取下書の提出があっ
た場合には、局に対し、取下書の原本を速やかに回付する。

5 局における審査事務等
(1)形式審査事務及び補正要求事務

局の審理課又は酒税課の文書回答担当者 (照会文書に係る審査事務及

び文書回答事務を担当する者をいう。以下同じ。)は、進達又は回付され

た照会文書が文書回答の要件等 (1(9)に掲げる要件を含む。)を満たす

ものであるか否かを、4(1)に準じて改めて審査を行う。

形式審査の結果、当該事前照会が文書回答の対象とならない事前照会

に該当する場合には、その理由を記載した「文書回答の対象となる事前

照会に当たらない旨のお知らせ」(別紙 7の様式参照)を作成し、事前照

会者に対して送付する。

なお、実質審査を要するものについては、必要に応じて、関係する主

務課等へ照会文書の写しを交付する。

(2)実質審査事務

イ 実質審査の担当
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文書回答に当たっての実質審査は、当該事前照会に係る税目を担当

している局の́審理課又は酒税課の文書回答担当者が行うが、複数税目

にかかわる事案については、事案ごとに起案担当者を定めた上で、該

当税目の担当者による合議体において、一体的に取り組むこととする。

なお、相続税等の財産評価に関する照会のうち、平成 12年 6月 5日

付課評 1-5ほか2課共同「財産評価基本通達第 5項 《評価方法の定
めのない財産の評価》及び第 6項 《この通達の定めにより難い場合の

評価》の運用について」(事務運営指針)において局の資産評価官に連

絡するものとして定められている事案を把握した場合には、同事務運

営指針に定めるところに従い、速やかに局の資産評価官に連絡し、処

理方針等について協議する。

また、局の審理課に消費税及び間接諸税 (以下「消費税等」という。)

の専担者が配置されていない局における消費税等に関する事前照会に

ついては、原則として所得税又は法人税の担当者が事案を担当するこ

ととなるが、審査等に当たっては、局の消費税課との連絡・協調を密

にして、次により行うこととする。

(イ)消費税に関する事案については、実質審査の早期の段階から局の

消費税課と密接な協議を行う。

(口)印紙税に関する事案については、局の消費税課と共同して実質審
査等を行う。

(ハ)印紙税を除く間接諸税に関する事案については、平成 13年 6月

26日 付課消 4-17ほか4課共同「揮発油税等の審理事務の局間広域
運営について」(事務運営指針)の定めるところにより、東京局又は

大阪局の審理課の消費税担当者が、同局の消費税課と共同して実質

審査等を行う。

口 留意事項
(イ)文書回答は、照会文書上明らかにされた事実関係に基づいて行う
のであるから、実質審査に当たっては、当該照会文書上明らかにさ

れた事実関係のみでは文書回答の前提となる事実関係が不十分で判

文書回答に当たつての実質審査は、当該事前照会に係る税目を担当

している局の審理課又は酒税課の文書回答担当者が行うが、複数税目

にかかわぅ事案については、事案ごとに起案担当者を定めた上で、該

当税目の担当者による合議体において、一体的に取り組むこととする。

なお、相続税等の財産評価に関する照会のうち、平成 12年 6月 5日

付課評 1-5ほか2課共同「財産評価基本通達第 5項 《評価方法の定
めのない財産の評価》及び第 6項 《この通達の定めにより難い場合の

評価》の運用について」(事務運営指針)において局の資産評価官に連

絡するものとして定められている事案を把握した場合には、同事務運

営指針に定めるところに従い、速やかに局の資産評価官に連絡し、処

理方針等について協議する。

また、局の審理課に消費税及び間接諸税 (以下「消費税等」という。)

の専担者が配置されていない局における消費税等に関する事前照会に

ついては、原則として所得税又は法人税の担当者が事案を担当するこ

ととなるが、審査等に当たっては、局の消費税課との連絡 。協調を密

にして、次により行うこととする。

(イ)消費税に関する事案については、実質審査の早期の段階から局の

消費税課ど密接な協議を行う。

(口)印紙税に関する事案については、局の消費税課と共同して実質審
査等を行う。

(ハ)印紙税を除く間接諸税に関する事案については、平成 13年 6月
26日 付課消4-17ほか4課共同「揮発油税等の審理事務の局間広域
・
運営について」(事務運営指針)の定めるところにより、東京局又は

大阪局の審理課の消費税担当者が、同局の消費税課と共同して実質

審査等を行う。

口 留意事項
(イ)文書回答は、照会文書上明らかにされた事実関係に基づいて行う
のであるから、実質審査に当たっては、当該照会文書上明らかにさ

れた事実関係のみでは文書回答の前提となる事実関係が不十分で判
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断が困難となるような場合には、文書回答担当者は、事前照会者に |

対して書面等の方法による補足資料の提出を確実に求めるなど可能 |

な限り適否の判定を行うことに努める。また、その事実関係の確認
|

のために、事前照会者以外の取引等関係者への照会等は行わないこ
|

ととする。

なお、 回笙旦当者 | なヽ事務処理に心 11墜け 審査に必

要な資料 (4(1)イ の参考資料を む5)の提出及び記載事項の補正

(以下「補足資料の提出等」という。)が必要な場合には、照会文書
が受付窓日に到達 した 日から原則 1カ 月ヽ以内に当該提出隼がなされ

る:L⊇菫立うュ_       
′・

(注)実質審査の内容は「文書回答等を行う事前照会の事績整理票」
(別紙 3の様式参照)に記載する。

(口)文書回答が行われる前に事前照会に係る取引等の申告期限等が到

来した場合には、文書回答は行わず、申告審理又は調査審理におい

て処理することに留意する。

(3)取下書処理事務

事前照会者から、事前照会に係る取引等の中止や前提となる事実関係

の変更等により、当該;1照会文書を取り下げたい旨の申出があった場合に

は、4(2)に準じて処理する。

(注)事前照会者から局に対して取下書の提出があった場合には、4(3)
注書きにより、既に署から局に対して取下書の写しの回付がなされ

ている場合を除き、署に対し、取下書の写しを速やかに回付する。

(4)庁への上申又は進達

重要な先例となるような事案で、庁の判断が必要と認められるものに

ついては、庁の審理室又は酒税課へ連絡の上、局の回答案を付して庁ヘ

上申を行うこととする。

ただし、重要な先例となるような事案のうち、照会内容からみて、庁

において審査すべきと判断されるものは、局の審理課又は酒税課に進達

又は回付された後速やかに庁へ進達することとする。

(新設 )

(注)実質審査の内容は「文書回答等を行う事前照会の事績整理票」
(別紙 3の様式参照)に記載する。

(口)文書回答が行われる前に事前照会に係る取引等の申告期限等が到
来した場合には、文書回答は行わず、申告審理又は調査審理におい

て処理することに留意する。

(3)取下書処理事務

事前照会者から、事前照会に係る取引等の中止や前提となる事実関係

の変更等により、当該照会文書を取り下げたい旨の申出があった場合に

は、 4(2)に準じて処理する。

(注)事前照会者から局に対して取下書の提出があった場合には、4(3)
注書きにより、既に署から局に対して取下書の写しの回付がなされ

ている場合を除き、署に対し、取下書の写しを速やかに回付する。

(4)庁への上申又は進達

重要な先例となるような事案で、庁の判断が必要と認められるものに

ついては、庁の審理室又は酒税課へ連絡の上、局の回答案を付して庁ヘ

上申を行うこととする。

ただし、重要な先例となるような事案のうち、照会内容からみて、庁

において審査すべきと判断されるものは、局の審理課又は酒税課に進達

又は回付された後速やかに庁へ進達することとする。
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断が困難となるような場合には、文書回答担当者は、事前照会者に

対して書面等の方法による補足資料の提出を確実に求めるなど可能

な限り適否の判定を行うことに努める。また、その事実関係の確認

のために、事前照会者以外の取引等関係者への照会等は行わないこ

ととする。
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6 回答及び公表
(1)回答

実質審査を了した場合には、関係主務課等にあらかじめ処理案を回付

し、必要に応じ協議した上で、関係主務課等との合議により決裁を了し

た後、その審査結果に応じて、それぞれイ主主ハにより処理する。

なお、文書回答は局の審理課長名 (審理課が設置されていない局にあ

っては審理官名、沖縄国税事務所にあつては課税総括課長名)又は酒税

課長名 (沖縄国税事務所にあっては、間税課長名)で行うこととする。
また、文書回絆は、照会文書が受 窓口に到達した日から原則 3か月

以内に行うよう努める。ただし、補足資料の提出等を求めた日から当該

提出等 カ` イ1さオtた日までの期間は、当該 3カ 月ヽの期間に常人しないぉ

っ て に | る よ ま 3か tヽ_ オつ う
｀

に審査を行った上で回答すること|こ留意する。この場合、 3か月以内に

回答することができないと見込」これるものについては、事前照会者に対

し審査の進行状況及び回答時期の日途を連絡するなど配慮 した 卜でtで
り か に よ

}
´、

との

θ) の が あ 4) ことにより

務 しい が生 じ 平3 オ■があ △

(注 )

(削 る)

1 文書回答は、あくまで納税者サービスの一環として行うもので

あることから、不服申立ての対象とはならないこと、及び照会文

(注)上_豊貧鯉I塗L,生立:【重:選:理:=:雲こ主至』盪弘基_=:∈
`2墨

盤壼望愛整塾圭腱

係12補足のためLの資畳の提出世温笠二上立量短量生菫.登場合が上

ると考えられることから、当分の間、回答期限を設けないことと

するが、事前照会者に対して審査の進行状況を適宜連絡するなど

事前墨全童笠との間にお墜て盤星の上ラブノ:/が生じないよう_配慮

L三22__昼1二重」■1」慶宝墾L[1笙ヨ■る曇生」2墾める∝_
2 文書回答は、あくまで納税者サービスの一環として行うもので

あることから、不服申立ての対象とはならないこと、及び照会文
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6 回答及び公表
(1)回答

実質審査を了した場合には、関係主務課等にあらかじめ処理案を回付

し、必要に応じ協議した上で、関係主務課等との合議により決裁を了し

た後、その審査結果に応じて、それぞれ迭により処理する。

なお、文書回答は局の審理課長名 (審理課が設置されていない局にあ

っては審理官名、沖縄国税事務所にあっては課税総括課長名)又は酒税
課長名 (沖縄国税事務所にあつては、間税課長名)で行うこととする。
(新設)



(新設 )

書に対する回答がないことを理由に申告期限や納期限が延長され |

るようなことはないことに留意する。             |

イ 文書回答の対象として回答を行う場合
(イ)照会事項について、事前照会者の求める見解の内容が相当と認め

られる場合
「貴見のとおりで差し支えない」旨を回答する文書 (別紙 4の様

式参照)を作成し、事前照会者に対して送付する。
なお、この場合、「回答内容は、あくまで照会に係る事実関係を前

提としたものであり、具体的な事例において異なる事実がある場合

や新たな事実が生じた場合には、回答内容と異なる課税関係が生ず

ることがある」旨及び「回答内容は、国税局としての見解であり、

事前照会者の申告内容等を拘束するものではない」旨を必ず記載す

る。

(口)照会事項について、事前照会者の求める見解の内容が相当と認め
られない場合

事前照会者の求める見解の内容が相当と認められない理由を記載

した「貴見のとおり取り扱われる。とは限らない」旨を回答する文書

(別紙 5の様式参照)を作成し、事前照会者に対して送付する。
なお、この場合、「回答内容は、国税局としての見解であり、事前

照会者の申告内容等を拘束するものではない」旨を必ず記載する。

(ハ)照会文書の提出後、文書回答が行われる前に同様の照会に対する

税務上の取扱いが明らかになり、当該取扱いを示すことにより、新

たな見解を示すことなく、事前照会に対する回答となる場合

「別添資料の回答内容と同様の取扱いとなる」旨を回答する文書

(別紙 6の様式参照)を作成し、事前照会者に対して送付する。
なお、この場合、「回答内容は、あくまで照会に係る事実関係を前

提としたものであり、具体的な事例において異なる事実がある場合
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書に対する回答がないことを理由に申告期限や納期限が延長され

るようなことはないことに留意する。

2___壺」』」EL金童全ュ⊆2量littLLi星邸■笙1主主工1ムLll歯
=豊
回」登笠圭」に12壺」こ1

1菫塗こ22螢」理量』里E量上_壺地低11」」L菫重2」■式参」豊と_1二」」型量画菫壼墾菫L2負=_
イ 文書回答の対象として回答を行う場合
(イ)照会事項について、事前照会者の求める見解の内容が相当と認め
られる場合
「貴見のとおりで差し支えない」旨を回答する文書 (別紙 4の様

式参照)を作成し、事前照会者に対して送付する。
なお、この場合、「回答内容は、あくまで照会に係る事実関係を前

提としたものであり、具体的な事例において異なる事実がある場合

や新たな事実が生じた場合には、回答内容と異なる課税関係が生ず

ることがある」督及び「回答内容は、国税局としての見解であり、

事前照会者の申告内容等を拘束するものではない」旨を必ず記載す

る。

(口)照会事項について、事前照会者の求める見解の内容が相当と認め

られない場合

事前照会者の求める見解の内容が相当と認められない理由を記載

した「貴見のとおり取り扱われるとは限らない」旨を回答する文書

(別紙 5の様式参照)を作成し、事前照会者に対して送付する。
なお、この場合、「回答内容は、国税局としての見解であり、事前

照会者の申告内容等を拘束するものではない」旨を必ず記載する。

(ハ)照会文書の提出後、文書回答が行われる前に同様の照会に対する

税務上の取扱いが明らかになり、当該取扱いを示すことにより、新

たな見解を示すことなく、事前照会に対する回答となる場合

「別添資料の回答内容と同様の取扱いとなる」旨を回答する文書

(別紙 6の様式参照)を作成し、事前照会者に対して送付する。
なお、この場合、「回答内容は、あくまで照会に係る事実関係を前

提としたものであり、具体的な事例において異なる事実がある場合
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や新たな事実が生じた場合には、回答内容と異なる課税関係が生ず

ることがある」旨及び「回答内容は、国税局としての見解であり、

事前照会者の申告内容等を拘束するものではない」旨を必ず記載す

る。

また、文書回答担当者は、事前照会者への回答方法及び添付した

資料等を「文書回答等を行う事前照会の事績整理票」(別紙 3の様式

参照)に記載する。
(二)留意事項
文書回答を行うに当たっては、あらかじめ事前照会者に対して、

「照会文書及び回答文書の公表に関して取引等関係者の了解が得ら

れており、仮に、取引等関係者間で紛争が起こった場合には、事前

照会者の責任において処理する」ことについての再確認を行う。

口 文書回答の対象とならない場合
照会文書に係る照会が、文書回答の対象とならない事前照会に該当

するときは、その理由を記載した「文書回答の対象となる事前照会に

当たらない旨のお知らせ」(別紙 7の様式参照)を作成し、事前照会者

¬こ対して送付する。

ハ 審査中に文書回答の対象とならなくなった場合
4及び 5により審査中の事前照会が、申告期限等の到来等により、

文書回答の対象とならなくなったときは、その理由を記載した「事前

照会に対する文書回答の対象とならなくなった旨のお知らせ」(別紙 8

の様式参照)を作成し、事前照会者に対して送付する。

(2)公表

イ 6(1)のイ (イ )及び (口 )に係る照会文書及び回答文書のうち同様の取

引等を行う他の納税者に対しても国税に関する法令の適用等について

予測可能性を与えることとなる部分については、原則として、その回

答後 60日以内に公表することとする。

ただし、事前照会の際に、事前照会者から一定期間内 (120日 を超

や新たな事実が生じた場合には、回答内容と異なる課税関係が生ず

ることがある」旨及び「回答内容は、国税局としての見解であり、

事前照会者の申告内容等を拘束するものではない」旨を必ず記載す

る。

また、文書回答担当者は、事前照会者への回答方法及び添付した

資料等を「文書回答等を行う事前照会の事績整理票」(別紙 3の様式

参照)に記載する。
(二)留意事項
文書回答を行うに当たっては、あらかじめ事前照会者に対して、

「照会文書及び回答文書の公表に関して取引等関係者の了解が得ら

れており、仮に、取引等関係者間で紛争が起こった場合には、事前

照会者の責任において処理する」ことについての再確認を行う。

口 文書回答の対象とならない場合
照会文書に係る照会が、文書回答の対象とならない事前照会に該当

するときは、その理由を記載した「文書回答の対象となる事前照会に

当たらない旨のお知らせ」(別紙 7の様式参照)を作成し、事前照会者
に対して送付する。

ハ 審査中に文書回答の対象とならなくなった場合
4及び 5により審査中の事前照会が、申告期限等の到来等により、

文書回答の対象とならなくなったときは、その理由を記載した「事前

照会に対する文書回答の対象とならなくなった旨のお知らせ」(別紙 8

の様式参照)を作成し、事前照会者に対して送付する。

(2)公表

イ 6(1)のイ (イ )及び (口 )に係る照会文書及び回答文書のうち同様の取
引等を行う他の納税者に対しても国税に関する法令の適用等について

予測可能性を与えることとなる部分については、原則として、その回

答後 60日 以内に公表することとする。

ただし、事前照会の際に、事前照会者から一定期間内 (120日 を超
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えない期間内)につき公表しないことを求める申出があった場合で、
その申出に相当の理由があると認められるときには、当該申出に係る

期間後に公表することとする。

口 公表は、各局又は庁のホームページにおいて照会及び国答の内容を
項目別に掲載して行うほか、各局又は庁の閲覧窓口において閲覧に供

する。

ハ 事前照会者等の同意があったとしても、行政機関の保有する情報の
公開に関する法律に定める不開示情報に該当すると考えられる部分や

国税に関する法令上の守秘義務に抵触すると考えられる部分について

は、当該部分を伏せて公表することに留意する。

(注)事 前照会者以外の取引等関係者名については、事案の性格上、
明らかにすることが必要な場合を除き、例えば、X、 Y等と記載

することにより匿名化することとする。

7 関係部署への連絡等
(1)局における回答内容の通知等

文書回答を行った局の審理課又は酒税課は、2(1)の署 (税務署長)又

は局 (局調査管理課長等)に対して、回答内容等を通知するとともに、
関係主務課等に対して回答文書の写しを回付するなどその処理結果を連

絡する。また、すべての処理が終了した場合には、一切の関係書類を日

付順又は項目別に編てつし、事前照会関係書類として保存する。

(2)署における処理等

局の審理課又は酒税課より回答内容の通知を受けた署においては、一

般事務整理簿を整理するとともに、一切の関係書類を日付順又は項目別

に編てつし、事前照会関係書類として保存する。また、事前照会者の申

告事績を管理する部署に当該通知に係る文書の写しを回付する。

(3)庁審理室等への連絡等

文書回答を行った局の審理課又は酒税課は、事後の事務処理の統一性

を確保するために、「文書回答等を行う事前照会の事績整理票」 (別紙 3

えない期間内)につき公表しないことを求める申出があった場合で、
その申出に相当の理由があると認められるときには、当該申出に係る

期間後に公表することとする。

口 公表は、各局又は庁のホームページにおいて照会及び回答の内容を
項目別に掲載して行うほか、各局又は庁の閲覧窓口において閲覧に供

する。

ハ 事前照会者等の同意があつたとしても、行政機関の保有する情報の
公開に関する法律に定める不開示情報に該当すると考えられる部分や

国税に関する法令上の守秘義務に抵触すると考えられる部分について

は、当該部分を伏せて公表することに留意する。

(注)事 前照会者以外の取引等関係者名については、事案の性格上、
明らかにすることが必要な場合を除き、例えば、X、 Y等と記載
することにより匿名化することとする。

関係部署への連絡等

(1)局における回答内容の通知等

文書回答を行った局の審理課又は酒税課は、2(1)の署 (税務署長)又

は局 (局調査管理課長等)に対して、回答内容等を通知するとともに、
関係主務課等に対して回答文書の写しを回付するなどその処理結果を連

絡する。また、すべての処理が終了した場合には、一切の関係書類を日

付順又は項目別に編てつし、事前照会関係書類として保存する。

(2)署における処理等

局の審理課又は酒税課より回答内容の通知を受けた署においては、一

般事務整理簿を整理するとともに、一切の関係書類を日付順又は項目別

に編てつし、事前照会関係書類として保存する。また、事前照会者の申

告事績を管理する部署に当該通知に係る文書の写しを回付する。

(3)庁審理室等への連絡等

文書回答を行った局の審理課又は酒税課は、事後の事務処理の統一性

を確保するために、「文書回答等を行う事前照会の事績整理票」 (別紙 3

7

14

ヽ
１
／

″
　
　
ヽ

C



（Ｌ （
）ヽ／，

の様式参照)を活用し、その処理事績を庁の審理室又は酒税課並びに他

局の審理課又は酒税課に連絡するとともに、連絡をした又は連絡を受け

た各局の審理課又は酒税課の文書回答担当者は、当該処理事績の内容に

応じ、関係部署の職員に周知を図ることとする。

(4)留意事項

回答内容は、あくまで事前照会に係る事実関係を前提としたものであ

り、実際の事実関係が事前照会に係る事実関係と異なるなどの理由によ

り、事前照会に係る申告等に対して回答内容と異なる課税処理を行おう

とする場合等には、当該異なる課税処理を行おうとする部署は、事前に

局の審理課及び主務課等と協議を行うこととする。

の様式参照)を活用し、その処理事績を庁の審理室又は酒税課並びに他

局の審理課又は酒税課に連絡するとともに、連絡をルた又は連絡を受け

た各局の審理課又は酒税課の文書回答担当者は、当該処理事績の内容に

応じ、関係部署の職員に周知を図ることとする。

(4)留意事項

回答内容は、あくまで事前照会に係る事実関係を前提としたものであ

り、実際の事実関係が事前照会に係る事実関係と異なるなどの理由によ

り、事前照会に係る申告等に対して回答内容と異なる課税処理を行おう

とする場合等には、当該異なる課税処理を行おうとする部署は、事前に

局の審理課及び主務課等と協議を行うこととする。
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(別 添 2)

新 旧 対 照 表
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(新設 )

⑦ 対口嬌岡 (O―の-0)
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(不開示部分)

(不開示の根拠条文)1号 。2号 (イ・口),3号・4号・5号.6号 (本文・イ.口 'ハ・二,ホ)

(理由)

(不開示の場合の将来的判断)

(保存期間) 10年 敏書分類)大 :5 中 И
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(行政文書ファイル名)法 令解釈通達および事務運営指針並びにその関係書類
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(涸D 開示請求があった場合には、改めて法定の不開示情報の有無を確認の上、開示等の決定を行うもの
とする。

―
[不開示情報]情報公開法第5条
1号 個人に関する情報(事業を営む個人の当該事業に関する情報を除く)であって、当該情報に含まれる

氏名、生年月日その他の記述等により特定の個人を識別することができるもの(他の情報と照合する

ことにより、特定の個人を識男|}することができることとなるものを含む)又は特定の個人を識別する

ことはできないが、公にすることにより、なお個人の権利利益を害するおそれがあるもの。ただし、

次に掲げる情報を除く。

イ 法令の規定により又は慣行として公にされ、又は公にすることが予定されている情報
口 人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、公にすることが必要であると認められる情報
ハ 当該個人が公務員である場合において、当該情報がその職務の遂行に係る情報であるときは、
当該情報のうち、当該公務員の職及び職務遂行の内容に係る部分

2号 法人その他の団体(国及び地方公共団体を除く。以下 1法人等」という)に関する情報又は事業を営む

個人の当該事業に関する情報であって、次に掲げるもの。ただし、人の生命、健康、生活又は財産を

保護するため、公にすることが必要であると認められる情報を除く。

イ 公にすることにより、当該法人等又は当該個人の権利、競争上の地位その他正当な利益を害する
おそれがあるもの

口 行政機関の要請を受けて、公にしないとの条件で任意に提供されたものであって、法人等又は個
人における通例として公にしないこととされているものその他の当該条件を付すことが当該情報の

性質、当時の状況等に照らして合理的であると認められるもの

3号 公にすることにより、国の安全が害されるおそれ、他国若しくは国際機関との信頼関係が損なわれ

るおそれ又は他国若しくは国際機関との交渉上不利益を被るおそれがあると行政機関の長が認めるこ

とにつき相当の理由がある情報
.

4号 公にすることにより、犯罪の予防、鎮圧又は捜査、公訴の維持、刑の執行その他の公共の安全と秩

序の維持に支障を及ぼすおそれがあると行政機関の長が認めることにつき相当の理由がある情報
5号 国の機関及び地方公共団体の内部又は相互間における審議、検討又は協議に関する情報であって、
公にすることにより、率直な意見の交換若しくは意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれ、不当

に国民の間に混乱を生じさせるおそれ又は特定の者に不当に利益を与え若しくは不利益を及ぼすおそ

れがあるもの

6号 国の機関又は地方公共団体が行う事務又は事業に関する情報であって、公にすることにより、次に
掲げるおそれその他当該事務又は事業の性質上、当該事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそ

れがあるもの
.イ 監査、検査、取締り又は試験に係る事務に関し、正確な事実の把握を困難にするおそれ又は違法若
しくは不当な行為を容易にし、若しくはその発見を困難にするおそれ
口 契約、交渉又は争訟に係る事務に関し、国又は地方公共団体の財産上の利益又は当事者としての地
位を不当に害するおそれ
ハ 調査研究に係る事務に関し、その公正かつ能率的な遂行を不当に阻害するおそれ
二 人事管理に係る事務に関し、公正かつ円滑な人事の確保に支障を及ぼすおそれ
ホ 国又は地方:公共団体が経営する企業に係る事業に関し、その企業経営上の正当な利益を害するおそ
れ
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